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【０１】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 日本海ケーブルネットワーク株式会社 × （放送事業者) テレビせとうち株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○ テレビせとうち（以下「ＴＳＣ」という。）から

いただいている直近の同意書（平成 9 年

2 月 28 日付）の有効期限は「平成 9 年

4 月 1 日～平成 10 年 3 月 31 日」です。

有効期限前の平成 10 年 3 月にＴＳＣ

に電話確認したところ、「同意書はいつ発

行できるかわからない」旨の発言があり、

同年 4 月 1 日までにＴＳＣからの同意書が

届かなかったため、期限切れとなってしまい

ました。 

●日本海ケーブルネットワークとは平成 9 年

4 月 1 日から平成 10 年 3 月 31 日まで

の 1 年間を期限として再送信の同意をし

た。平成 9 年 12 月から区域外再送信に

は同意しないこととなり、資料から推測し

てその旨を通知したと思われる。その後、

日本海ケーブルネットワークからは更新申

請があったが、その都度、同意できない方

針に変更がないことを電話で通知した。

当社としては同意していない以上、いず

れかの時点で再送信は停止されるものと

思っていた。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○平成 10 年 2 月 18 日付で、弊社担当者

からＴＳＣ様宛に平成 10 年度の「再送信

同意申込書」を郵送していますが、この

申込書郵送に前後して弊社担当者がＴ

ＳＣに電話確認（平成 10 年 3 月 9 日）

したところ、ポケモン事件（平成 9 年 12 月

16 日）や系列キー局の方針などから、

「同意書はいつ発行できるかわからない」

旨の回答がありました。 

また、この電話でＴＳＣ担当者からは

「著作権の問題など内部で検討しなけれ

ばならないことがある」「ポケモン事件もあ

り、系列局としてどのように対応するかも

問題」などのお話もありました。 

平成 11 年以降も毎年 2 月に同意申

込書を郵送していますが、ＴＳＣからはそ

●更新申請に対し電話で回答しているが

面談での協議は行っていない。 

申し出による協議は次のとおり。 

●協議の申し出 

平成 19 年 1 月下旬ごろ日本海ケーブル

ネットワークより面談したいとの連絡があ

り、2月8日に総務部長葛原が日本海ケ

ーブル徳田常務と鳥取テレトピアと面談し

た。２社からは区域外再送信に同意して

ほしいとの申し出があったが、当社として

は区域外再送信に同意していないことを

説明。今後引続き、協議したいとのの申

し出があった。 

●対応 

当社葛原は今後の協議について同意し

た。 



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

の都度電話で「同意書は出せない」旨の

連絡を受けています。しかし、再送信する

ことへの言及は受けておりません。 

 

●協議の内容 

平成 19 年 2 月 27 日、3 月 23 日、4 月

11 日、5 月 15 日に当社で協議を行っ

た。当社は常務平崎、総務部長葛原が

対応。日本海ケーブルの徳田常務等と

協議した。協議は中海テレビ、鳥取テレ

トピア、鳥取中央有線と合同で行なっ

た。日本海ケーブルネットワークなど各社

からは改めて再送信の同意を求められた

が、区域外再送信については現段階で

は同意しない方針に変更がない旨を説

明。また、区域外再送信の問題は地域

免許制度との整合性や著作権の問題な

どで民放連をはじめ、他の地区でも問題

となっている複雑な問題であり、すぐに結

論が出る問題ではないが、引続き当事

者間で協議を行っていきたいとの要望を

伝えた。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○違法とは認識していませんでした。 

平成 10 年 4 月以降、同意書はいただ

けていませんが、弊社からは毎年、同意

申込書を郵送し、再送信をお伝えして同

意をお願いしています。 

ＴＳＣから再送信自体への言及や放送

中止を求められたことはなく、暗黙に了解

していただいているものと判断していまし

た。 

また、過去に同意を得ていた期間があ

り、期限切れがただちに違法になるとは認

識していませんでした。 

 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○ＴＳＣから再送信していることへの言及や

放送中止を求められたことはなく、再送

信につきましては暗黙に了解していただい

ているものと理解していました。 

過去に再送信に同意していただいてい

た期間もあり、期限切れがただちに違法

になるとは認識していませんでした。 

●同意をしていない以上再送信を停止す

るのは当然のことであり、当社としては有

線放送事業者が自らの判断のもと、再

送信が停止されるものと思っていたので停

止を求めなかった。 

現在 同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな ○平成 19 年 2 月 8 日の交渉の中でＴＳＣ ●同意がないという認識である。同意書を



いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

から「流すなとは言わない」旨の発言があ

り、現状のアナログ再送信については「暗

黙の了解」が得られているものと理解して

いました。 

 

出していない以上、不同意であり、そのこ

とは当該事業者も認識しているはずであ

る。 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○中国総合通信局から「平成 19 年 5 月

31 日までに適法な状態に是正」するよう

指導（平成 19 年 4 月 19 日付）があり、

「期限までに適法な状態に是正できない

場合には、法令に基づき相当の措置を

執ることがある」との指摘を受けました。 

ＴＳＣからは継続協議の意向が示され

ましたが、このまま協議を続けても同意が

得られる見通しが立たなかったため、裁定

申請に踏み切りました。 

●先に申し述べた通り、協議を引き続き行

う用意はある。区域外再送信の問題を

解決するためには、地域免許制度と有

線テレビジョン放送法との整合性が図ら

れることや、著作権問題の解決が必要で

ある。こうした問題は当社 1 社のみが解

決できる問題ではなく、民放連やキー局

も含めた業界全体のルール作りが必要で

ある。こうしたルール作りがなされれば、当

事者間の協議によってこの問題の解決も

可能ではないかと考える。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○九州の大臣裁定結果は、受信者の利

益保護の観点から公正で的確な判断と

高く評価しています。 

再協議、解決の可能性は、発局であ

るＴＳＣ及び、キー局のテレビ東京の対応

次第であろうと考えています。 

九州の裁定結果を受け、同意を前提

に協議してもらえるのであれば、裁定に依

らない解決も可能と考えています。 

 

●今回の裁定はこれまでの判断を踏襲した

形であり、放送事業者側の主張は反映

されていない。裁定に放送事業者の意

見が反映されていない以上、今回の裁

定結果が当社の主張に影響を及ぼすこ

とはなく、問題解決につながるとは考えら

れない。また、大分の事例はアナログ再

送信は同意しているが、デジタル再送信

は同意しないという事例であり、当社は区

域外再送信そのものに同意していないと

いう点が異なっている。 



将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○発局同意が再送信の必要条件である以

上、「正当な理由」がない状態で同意を

拒まれれば、ケーブル事業者としては大

臣裁定を申請するしか受信者を保護す

る手段がないのが実情です。 

社内体制面では、今後とも再送信同

意期限の管理を徹底し、期限切れ等の

事態が発生しないよう努めます。 

●当社としては、同意すべきとの大臣裁定

が出た場合、有線テレビジョン放送法第

１３条８項の規定により、裁定によって同

意がなされたのと同じ状況であるので、同

意書そのものの交付が不要であると理解

している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【０２】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 株式会社鳥取ﾃﾚﾄﾋﾟｱ × （放送事業者) テレビせとうち株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○テレビせとうちからいただいている同意書

は、開業当初の 1 年(平成 11 年 10 月

19 日付)、有効期限は「平成 12 年 7 月

1 日～平成 13 年 6 月 30 日」です。当

時、テレビせとうちでは、他社に対し同意

書を発行していないとのことで日付は、明

確でありませんが、平成 13 年6 月に電話

したところ弊社に対しても「同意書は発行

できない」とのことであり平成 13 年 7 月以

降は、期限切れとなりました。 

●鳥取テレトピアとは平成 12 年 7 月 1 日か

ら平成 13 年 6 月 30 日までの 1 年間を

期限として再送信の同意をした。平成 13

年 6 月に更新の申請があったが、8 月に

区域外であるため再送信は同意できな

いとの通知を電話で行なった。その後、鳥

取テレトピアからは更新申請があったが、

その都度、同意できない方針に変更がな

いことを電話で通知した。 

当社としては同意していない以上、い

ずれかの時点で再送信は停止されるもの

と思っていた。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○「同意書は、発行できない」とのことでした

が、他社でも再送信同意申込書は、提

出しているとのことで有効期限前日の平

成 13 年 6 月 29 日付で再送信同意申

込書を郵送いたしました。 

平成 13 年 8 月 4 日にテレビせとうち総

務部より弊社制作部若狭に電話があり

会社の方針として同意書は出せないと連

絡が再度ありました。 

ただし、その時点でテレビせとうちから再

送信を停止して下さいとは言われません

でした。 

●更新申請に対し電話で回答しているが

面談での協議は行っていない。 

申し出による協議は次のとおり。 

●協議の申し出 

平成 19 年 1 月下旬ごろ日本海ケーブ

ル、鳥取テレトピアより面談の申し出があ

り、2 月 8 日に当社にて総務部長葛原が

鳥取テレトピア小島社長と日本海ケーブ

ルの担当者と面談を行なった。２社からは

区域外再送信に同意してほしいとの申し

出があったが、当社としては区域外再送

信に同意していないことを説明。今後引

続き、協議したいとのの申し出があった。 

●対応 

当社葛原は、今後の協議について同意

した。 



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

●協議の内容 

平成 19 年 2 月 27 日、3 月 23 日、4 月

11 日、5 月 15 日に当社で協議を行っ

た。当社は常務平崎、総務部長葛原が

対応。鳥取テレトピア小島社長等と協議

した。協議は中海テレビ、日本海ケーブ

ル、鳥取中央有線と合同で行なった。鳥

取テレトピアなど各社からは改めて再送

信の同意を求められたが、区域外再送

信については現段階では同意しない方針

に変更がない旨を説明。また、区域外再

送信の問題は地域免許制度との整合

性や著作権の問題などで民放連をはじ

め、他の地区でも問題となっている複雑

な問題であり、すぐに結論が出る問題で

はないが、引続き当事者間で協議を行っ

ていきたいとの要望を伝えた。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○違法とは認識していませんでした。 

平成 13 年 7 月以降同意書は、いただ

いておりませんが毎年同意申込書を郵送

し再送信をお伝えして同意をお願いして

おります。 

過去に同意を得ていたこともあり期限

切れがただちに違法になるとは認識してお

りませんでした。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○テレビせとうちより再送信の停止を求めら

れたこともなく「暗黙の了解」をしていただ

いているものと理解しておりました。 

●同意をしていない以上再送信を停止す

るのは当然のことであり、当社としては有

線放送事業者が自らの判断のもと、再

送信が停止されるものと思っていたので停

止を求めなかった。 

現在 

 

 

 

 

 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○平成 19 年 2 月 8 日、日本海ケーブルネ

ットワーク及び弊社との共同交渉の中

で、テレビせとうちから「流すなとは言わな

い」との発言があり、現状のアナログ再送

信については、「暗黙の了解」が得られて

いるとの理解をしていました。 

●同意がないという認識である。同意書を

出していない以上、不同意であり、そのこ

とは当該事業者も認識しているはずであ

る。 



協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○中国総合通信局から「平成 19 年 5 月

31 日までに適法な状態に是正」するよう

指導(平成 19 年 4 月 19 日付)があり「期

限までに適法な状態に是正できない場

合には、法令に基き相当の措置を執るこ

とがある」との指摘を受けました。 

このまま協議を継続しても同意が得ら

れる見通しが立たなかったため裁定申請

に踏み切りました。 

●先に申し述べた通り、協議を引き続き行

う用意はある。区域外再送信の問題を

解決するためには、地域免許制度と有

線テレビジョン放送法との整合性が図ら

れることや、著作権問題の解決が必要で

ある。こうした問題は当社 1 社のみが解

決できる問題ではなく、民放連やキー局

も含めた業界全体のルール作りが必要で

ある。こうしたルール作りがなされれば、当

事者間の協議によってこの問題の解決も

可能ではないかと考える。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○受信者の利益保護の観点から CATV 会

社の主張が認められた的確な判断と考

えております。放送事業者が九州の裁定

を受け同意を前提に再協議して頂けるの

であれば裁定によらない解決も可能と考

えております。 

●今回の裁定はこれまでの判断を踏襲した

形であり、放送事業者側の主張は反映

されていない。裁定に放送事業者の意

見が反映されていない以上、今回の裁

定結果が当社の主張に影響を及ぼすこ

とはなく、問題解決につながるとは考えら

れない。また、大分の事例はアナログ再

送信は同意しているが、デジタル再送信

は同意しないという事例であり、当社は区

域外再送信そのものに同意していないと

いう点が異なっている。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

○正当な理由がなく同意を拒まれればケー

ブル事業者としては大臣裁定を申請する

しか受信者の権利を守る手段がありませ

ん。 

社内体制面については、今後とも再送

信同意期限を徹底し、期限切れ等の事

態が発生しないようチェック体制充実に努

めます。 

●当社としては、同意すべきとの大臣裁定

が出た場合、有線テレビジョン放送

法第１３条８項の規定により、裁定

によって同意がなされたのと同じ状

況であるので、同意書そのものの交

付が不要であると理解している。 



ように対応するのか。同意書は交付するか。 

 



【０３】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 株式会社中海テレビ放送 × （放送事業者) テレビせとうち株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○平成６年１１月１日に平成７年４月１日

から平成８年３月３１日までの同意書を

受領いたしました。弊社の記録から推察

しますと、同意期限が過ぎていることに気

がついたのは、近隣局が同意書を頂けな

いという情報を得た平成９年１２月頃と思

われます。気がつかなかった理由として

は、他の区域外放送局の同意期限が自

動更新であり、同様の判断を行ったもの

考えられます。   

●中海テレビ放送とは平成 7 年 4 月 1 日か

ら平成 8 年３月 31 日までの 1 年間を期

限として再送信を同意した。その後、平

成９年１２月に区域外再送信は同意し

ないこととなり、平成 9 年 12 月末に中海

テレビの担当者が来社してその件につい

て話をした。その後、中海テレビからは更

新申請があったが、その都度、同意でき

ない方針に変更がないことを電話で通知

した。当社としては同意していない以上、

いずれかの時点で再送信は停止されるも

のと思っていた。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○平成９年１２月２５日付けにて、再送信

同意申込書（継続）を郵送しましたが、

同意書は発行して頂けませんでした。当

時の統括部長（現在退職）が、今後の

対応について 

ＴＳＣに対し電話にて相談を致しまし

た。日時は記録が無いため不明ですが、

平成９年１２月か、平成１０年１月と記

憶しています。回数は１回程度。電話の

内容は、記録が無いために確かではあり

ませんが、「同意書は発行しないが、従

来通りの取り扱いでよい。」という主旨の

回答だったと記憶しています。 

 

●平成９年１２月末来社以降は、更新申

請に対し電話で回答しているが面談での

協議は行っていない。 

申し出による協議はつぎのとおり。 

●協議の申し出 

平成 18 年 11 月に中海テレビより、面談

したいとの電話連絡があり、11 月 9 日に

総務部長葛原が中海テレビ加藤取締役

と面談した。中海テレビからは区域外再

送信について同意をしてほしいとの申し出

があったが、現在のところ区域外について

は全て同意しないという方針に変わってい

ないことを説明した。中海テレビからは引

続き協議をしていきたいとの申し出があっ

た。 

●対応 



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

当社葛原は今後協議をしていくことにつ

いて同意した。 

●協議の内容 

平成 19 年 1 月 29 日、2 月 27 日、3 月

23 日、4 月 11 日、5 月 15 日に当社で

中海テレビとの協議を行なった。当社は

常務平崎、総務部長葛原が対応。中

海テレビの秦野社長、池山取締役などと

協議した。中海テレビからは改めて再送

信の同意を求められたが、区域外再送

信については現段階では同意しない方針

に変更がない旨を説明。また、区域外再

送信の問題は地域免許制度との整合

性や著作権の問題などで民放連をはじ

め、他の地区でも問題となっている複雑

な問題であり、すぐに結論が出る問題で

はないが、引続き当事者間で協議を行っ

ていきたいとの要望を伝えた。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○前項に記したように口頭により同意された

ものと考えたため、違法であるという認識

はありませんでした。 

 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○上記と同様な理由により、違法状態であ

るという認識は持っていませんでした。ゆえ

に、再送信を停止することは考えませんで

した。ＴＳＣからも、「再送信の停止」につ

いて指示、要請を受けたことはありません

でした。平成１１年１２月２６日付の電話

での会話記録の中に、「同意書が無くて

も今まで通りでよい。申込書の提出は不

要です。」というＴＳＣの発言を記録してお

ります。このような状況から、事実上の

「再送信の同意」と判断し、裁定申請の

必要性も考えませんでした。 

 

●同意をしていない以上再送信を停止す

るのは当然のことであり、当社としては有

線放送事業者が自らの判断のもと、再

送信が停止されるものと思っていたので停

止は求めていない。 

現在 

 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

○書面での合意はないものの、同意がある

という認識であります。根拠としては、平

●同意がないという認識である。同意書を

出していない以上、不同意であり、そのこ



同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

成１７年３月２４日にＴＳＣに訪問した際

に、「同意書は発行しませんが、従来通り

の対応でお願いします。」と言われ、また、

平成１９年１月２９日の訪問の際にも同

様の回答を頂いております。 

 

とは当該事業者も認識しているはずであ

る。 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○中国総合通信局長名にて、平成１９年

２月６日付けで、「アナログ放送の再送信

同意に係る違法状態の是正について」、

平成１９年４月１９日付けで、「地上アナ

ログ放送の再送信同意について」という指

導文書を受領いたしました。この指導で、

平成１９年５月３１日までに適法な状態

に是正するように要請があり、計６回（訪

問５回、電話１回）の協議を重ねました

が、書面による同意を得ることは出来ま

せんでした。このまま協議を重ねても、同

意書を発行していただける見通しが立た

ないと判断し、裁定申請を行いました。 

●先に申し述べた通り、協議を引き続き行

う用意はある。区域外再送信の問題を

解決するためには、地域免許制度と有

線テレビジョン放送法との整合性が図ら

れることや、著作権問題の解決が必要で

ある。こうした問題は当社 1 社のみが解

決できる問題ではなく、民放連やキー局

も含めた業界全体のルール作りが必要で

ある。こうしたルール作りがなされれば、当

事者間の協議によってこの問題の解決も

可能ではないかと考える。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○九州の裁定については、答申どおりの裁

定が下されれば、アナログ放送で見られて

いた放送が、デジタル放送になっても同様

に見られるので、視聴者利益が守られ、

公正な裁定と考えます。また、再協議に

ついては、ＴＳＣがこの裁定結果によって、

従来と異なる方針を出されるのであれ

ば、再度の協議により解決することも検

討すべきと考えます。 

 

●今回の裁定はこれまでの判断を踏襲した

形であり、放送事業者側の主張は反映

されていない。裁定に放送事業者の意

見が反映されていない以上、今回の裁

定結果が当社の主張に影響を及ぼすこ

とはなく、問題解決につながるとは考えら

れない。また、大分の事例はアナログ再

送信は同意しているが、デジタル再送信

は同意しないという事例であり、当社は区

域外再送信そのものに同意していないと

いう点が異なっている。 



将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○事務手続きの不備によって期限を超えて

しまうことは、社内体制の徹底により回避

いたします。具体的対策方法として、期

限管理の二重化、及び、申請書類の早

期提出の徹底を行うよう改善いたしており

ます。 

 

●当社としては、同意すべきとの大臣裁定

が出た場合、有線テレビジョン放送法第

１３条８項の規定により、裁定によって同

意がなされたのと同じ状況であるので、同

意書そのものの交付が不要であると理解

している。 

 



【０４】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 鳥取中央有線放送株式会社 × （放送事業者) テレビせとうち株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○ＴＳＣの直近の同意書（平成９年３月１０

日付）の同意期間は平成９年４月１日か

ら平成１０年３月３１日まで。 

同意期限が終了となるので３月５日に

申込書を送付するが、同意書の返送は

なかった。以降毎年送付するが返送はな

かった。 

●合併前の旧ケーブルビジョン東ほうきとは

平成 9 年 4 月から平成 10 年 3 月まで、

旧東伯地区有線放送とは平成 10 年 12

月 1 日から平成 11 年 11 月 30 日までそ

れぞれ 1 年間を期限として再送信の同意

をした。その後、区域外再送信には同意

しないということをケーブルビジョン東ほうき

には平成 11 年 12 月に通知し、東伯地

区有線放送には平成 12 年 1 月頃に電

話で通知したと思われる。 

その後、更新申請があったが、その都

度、同意できない方針に変更がないこと

を電話で通知した。当社としては同意し

ていない以上、いずれかの時点で再送信

は停止されるものと思っていた。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

○平成１７年以降は同意申込書を送付す

るが、ＴＳＣから電話で同意できません、

申込書を返却しますということで書類が

返送されてきた。 

○中国総合通信局からの是正指導があ

り、平成１９年３月８日、４月１１日、５

月１５日に同意申込書を持参し同意の

お願い、協議をおこなった。 

●更新申請に対し電話で回答しているが

面談での協議は行っていない。 

申し出による協議は次のとおり。 

●協議の申し出 

平成 19 年 2 月下旬ごろ面談をしたいと

の電話連絡があり、3 月 8 日に当社で当

社総務部長葛原がケーブルビジョン東ほ

うき音田専務、東伯地区有線山﨑部長

と面談した。両社からは区域外再送信に

同意してほしいとの申し出があったが、当

社としては区域外再送信に同意していな

いことを説明。両社からは、今後引続き、

協議したいとのの申し出があった。 



か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

●対応 

当社葛原は今後協議をしていくことに同

意した。 

●協議の内容 

平成 19 年 4 月 11 日、5 月 15 日に当

社で協議を行った。当社は常務平崎、

総務部長葛原が対応。旧東伯地区有

線放送山﨑部長と協議を行なった。協

議は中海テレビ、日本海ケーブル、鳥取

テレトピアと合同で行なった。鳥取中央

有線など各社からは改めて再送信の同

意を求められたが、区域外再送信につい

ては現段階では同意しない方針に変更

がない旨を説明。また、区域外再送信の

問題は地域免許制度との整合性や著

作権の問題などで民放連をはじめ、他の

地区でも問題となっている複雑な問題で

あり、すぐに結論が出る問題ではないが、

引続き当事者間で協議を行っていきたい

との要望を伝えた。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることにつ

い、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○違法であるとは認識していなかった。 

毎年いわゆる更新時期には同意申込

書を送付していたが、再送信することにつ

いて中止を求められたことはなく違法とい

う認識はなかった。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○放送中止を求められたことはなく、違法と

いう認識はなかった。 

 

●同意をしていない以上再送信を停止す

るのは当然のことであり、当社としては有

線放送事業者が自らの判断のもと、再

送信が停止されるものと思っていたので停

止は求めなかった。 

現在 

 

 

 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○中止してくださいという求めはなく、同意を

して頂いているというふうに認識していた。

 

●同意がないという認識である。同意書を

出していない以上、不同意であり、そのこ

とは当該事業者も認識しているはずであ

る。 



協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○中国総合通信局の是正指導があり、平

成１９年３月８日、４月１１日、５月１５

日と協議を重ねたが、中国総合通信局

から指導のあった平成１９年５月末までに

協議が整わない状況であり、裁定申請を

提出するにいたった。 

 

●先に申し述べた通り、協議を引き続き行

う用意はある。区域外再送信の問題を

解決するためには、地域免許制度と有

線テレビジョン放送法との整合性が図ら

れることや、著作権問題の解決が必要で

ある。こうした問題は当社 1 社のみが解

決できる問題ではなく、民放連やキー局

も含めた業界全体のルール作りが必要で

ある。こうしたルール作りがなされれば、当

事者間の協議によってこの問題の解決も

可能ではないかと考える。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○受信者の利益の保護、地域のニーズに

対応した情報の入手、情報格差の解消

から公正な判断と考える。 

放送事業者が九州の裁定に理解をし

たうえで、協議をするのであれば解決する

可能性はなくはない。 

●今回の裁定はこれまでの判断を踏襲した

形であり、放送事業者側の主張は反映

されていない。裁定に放送事業者の意

見が反映されていない以上、今回の裁

定結果が当社の主張に影響を及ぼすこ

とはなく、問題解決につながるとは考えら

れない。また、大分の事例はアナログ再

送信は同意しているが、デジタル再送信

は同意しないという事例であり、当社は区

域外再送信そのものに同意していないと

いう点が異なっている。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

○一度出した同意を、受信側が理解、納

得できる理由がないのに同意をしないとい

うのはいかがなものかと思う。 

同意期限終了後、次回の同意が得ら

れないという可能性はなくはないと思う。 

その場合、ケーブル事業者は現況裁

定申請しかとれる方法はない。 

●当社としては、同意すべきとの大臣裁定

が出た場合、有線テレビジョン放送法第

１３条８項の規定により、裁定によって同

意がなされたのと同じ状況であるので、同

意書そのものの交付が不要であると理解

している。 



ように対応するのか。同意書は交付するか。 

 



【０５】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 山陰ケーブルビジョン株式会社 × （放送事業者) テレビせとうち株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○過去については、一昨年亡くなった、日

野副社長が担当していたため、はっきりは

分からないが、生前、平成９年 12 月 16

日に「ポケモン」騒動があり、その後、テレ

ビせとうちから一方的に「今後は再送信

同意書を発行しない」旨連絡があったと

の話は聞いているので、その時点で気づ

いたと推測するが詳細は不明。 

テレビせとうちの区域外放送を行ってい

る、他ケーブル局の話と照合すると、時期

は合致しているが、それまで気が付かなか

ったことについては日野がいないため不

明。 

 

●山陰ケーブルビジョンに対しては平成 7 年

10 月 1 日から平成 8 年 9 月 30 日まで

の 1 年間を期限として再送信の同意をし

た。平成 9 年 12 月に区域外の再送信は

同意しないということになり、平成 9 年 12

月末に山陰ケーブルビジョンとその件につ

いて話をした。その後、更新の申請は出

ていない。当社としてはその後の期間につ

いて同意をしていない以上、当然再送信

は行なわれていないと思っていた。昨年１

１月に中総通から調査アンケートがあり、

山陰ケーブルのＨＰを閲覧したところ、再

送信を継続していることが判明した。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

○再送信同意を打ち切られた時点で、協

議申し入れをし、話し合ったが同意書発

行を拒否された。が「同意書は発行しな

いが、放送を止めろとは言わない」とも言

われたと故日野副社長より聞いている。

協議内容も今となっては不明。 

 

 

●平成９年１２月以降は、面談による協議

は行っていないと思われる。 

申し出による協議は次のとおり。 

●協議の申し出 

平成 19 年 2 月下旬ごろ電話で面談の申し

入れがあり、3 月 5 日に当社にて総務部

長葛原が山陰ケーブルビジョン進藤専務

及び出雲ケーブルビジョンの担当者と面

談した。両社からは区域外再送信に同

意してほしいとの申し出があったが、当社

としては区域外再送信に同意していない

ことを説明。両社からは、今後引続き、

協議したいとのの申し出があった。 

●対応 



なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

当社葛原は今後協議していくことについ

て同意した。 

●協議の内容 

平成 19 年 4 月 13 日、5 月 10 日に当社で

協議をした。当社は総務部長葛原が対

応し、山陰ケーブル石原社長、進藤専

務らと協議を行なった。山陰ケーブルビジ

ョンからは改めて再送信の同意を求めら

れたが、区域外再送信については現段

階では同意しない方針に変更がない旨

を説明。また、区域外再送信の問題は

地域免許制度との整合性や著作権の

問題などで民放連をはじめ、他の地区で

も問題となっている複雑な問題であり、す

ぐに結論が出る問題ではないが、引続き

当事者間で協議を行っていきたいとの要

望を伝えた。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○違法であるとの認識はなかった。 

なぜならば、テレビせとうちは以前より

「同意書は発行しないが、放送を止めろ

とは言わない」と話されており、これは今年

3 月 5 日の話し合いでも葛原部長が同じ

ことをおっしゃっている。 

実質、テレビせとうちは放送することを

認めていたと認識している。 

 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○同意期限が過ぎていることが分かった時

点、すなわち「ポケモン」騒動後では、同

意書を発行しないだけで、「同意書は発

行しないが、放送を止めろとは言わない」

と言われており、実質放送は認められて

いたため、再送信を停止することもなく、

裁定申請などする必要もないと認識して

いた。 

 

●同意をしていない以上再送信を停止す

るのは当然のことであり、当社としては有

線放送事業者が自らの判断のもと、再

送信が停止されるものと思っていたので停

止は求めなかった。 

現在 

 

 

 

 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○書面での合意はないが、同意されている

と考えている。 

それは「同意書は発行しないが、放送

を止めろとは言わない」とおっしゃっている。

 

●同意がないという認識である。同意書を

出していない以上、不同意であり、そのこ

とは当該事業者も認識しているはずであ

る。 



協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○中国総合通信局より平成 19 年 4 月 19

日付文書により平成 19 年 5 月 31 日ま

でに同意書を提出するか、放送を中止す

るか、結論を出すよう指導があった。 

そのため、選択肢は大臣裁定しかなか

った。 

その上、放送事業者は、大分の裁定

結果を見たいと仰っていたが、その裁定の

結果に従い結論を出すとも言われない

し、何時までに結論を出すとも言われな

いので、同意を出す意思のない協議を継

続するだけでは無意味であると感じ裁定

申請を行った。 

●先に申し述べた通り、協議を引き続き行

う用意はある。区域外再送信の問題を

解決するためには、地域免許制度と有

線テレビジョン放送法との整合性が図ら

れることや、著作権問題の解決が必要で

ある。こうした問題は当社 1 社のみが解

決できる問題ではなく、民放連やキー局

も含めた業界全体のルール作りが必要で

ある。こうしたルール作りがなされれば当

事者間の協議によってこの問題の解決も

可能ではないかと考える。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○九州の大臣裁定は元々が「デジタル」で

の裁定であり、当社はアナログでの、それ

も一度同意され、同意書をいただいてい

たものが一方的に発行されなくなったもの

であり、次元が違うものと考える。 

解決の可能性は、協議の中で、大分

の裁定結果を踏まえ結論を出したいとお

話されていたので、放送事業者の対応し

だいである。 

●今回の裁定はこれまでの判断を踏襲した

形であり、放送事業者側の主張は反映

されていない。裁定に放送事業者の意

見が反映されていない以上、今回の裁

定結果が当社の主張に影響を及ぼすこ

とはなく、問題解決につながるとは考えら

れない。また、大分の事例はアナログ再

送信は同意しているが、デジタル再送信

は同意しないという事例であり、当社は区

域外再送信そのものに同意していないと

いう点が異なっている。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

○同意書の発行をしないと言われるまで、

同意期限が超えていたのに気が付かなか

ったのは、1 人で担当していたためではな

いかと考える。今後は 2 人以上で再送信

同意に当たらせる体制とする。 

それとは別に、一度同意（裁定）された

内容が、時が過ぎ、放送事業者より同

意書が発行されないことが起こること自体

●当社としては、同意すべきとの大臣裁定

が出た場合、有線テレビジョン放送法第

１３条８項の規定により、裁定によって同

意がなされたのと同じ状況であるので、同

意書そのものの交付が不要であると理解

している。 



●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

考えられないことで、そんなことが起こるの

であれば、何回でも大臣裁定を行わなけ

ればならないことになる。 

事務的に同意期限の更新申請を行えば

同意書が発行される状態であれば、同

意が 切れる状態は起きないと思う。 

区域内の同意も期限があるが、申請

すれば同意がいただけるので、同意が切

れた状態は一度もない。 

 

 



【０６】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 出雲ケーブルビジョン株式会社 × （放送事業者) テレビせとうち株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○平成 13 年 7 月エリア拡張に伴う同意書

の提出にあたり、期限が切れていたことに

気づき再送信同意の書式（同意申込

書）をテレビせとうちより送付してもらう。期

限切れの認識については、当時の担当

者が退社しているため不明。 

●出雲ケーブルビジョンとは平成 9 年 7 月 1

日から平成 10 年 6 月 30 日まで 1 年間

の期限で再送信の同意をした。その後、

更新申請が提出されておらず、平成 13

年 7 月に更新申請が提出されたが、当

社としては区域外再送信には同意しない

こととなっていたので、8 月に電話で同意

できない旨通知した。その後、度々更新

申請があったが、その都度同意しない方

針に変わりはないことを電話で通知した。

当社としては同意していない以上、いず

れかの時点で再送信は停止されるものと

思っていた。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

○平成 13 年より毎年同意申請を送付して

いるが、平成 16 年までは受理されてい

た。平成 17 年度以降現在に至っては、

同意申請は返却されるようになった。 

この間、テレビせとうちと TEL にて同意書

が送付されない理由を確認する。 

更新されない理由については、著作権な

どの諸問題でテレビせとうち側の問題であ

るとの回答で、毎年同じ回答（問題）であ

った。当社側としてはテレビせとうちの状況

が好転した後、同意を依頼する旨を伝え

ていた。 

●更新申請に対し電話で回答しているが

面談での協議は行っていない。 

申し出による協議は次のとおり。 

●協議の申し出 

平成 18 年年末、出雲ケーブルビジョンか

ら電話で面談の申し入れがあり、12 月

28 日当社にて総務部長葛原が出雲ケ

ーブル花篭課長等と面談した。出雲ケー

ブルからは区域外再送信に同意してほし

いとの申し出があったが、当社としては区

域外再送信に同意していないことを説

明。今後引続き、協議したいとのの申し

出があった。 

●対応 

当社葛原は今後協議をしていくことを同



●協議を行ったのならば、その内容はどのような

ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

意した。 

●協議の内容 

平成 19 年 3 月 5 日、4 月 13 日、5 月

10 日に当社で協議を行った。当社は総

務部長葛原が対応。出雲ケーブルビジョ

ンの今岡社長、花籠課長等と協議した。

出雲ケーブルビジョンからは改めて再送信

の同意を求められたが、区域外再送信に

ついては現段階では同意しない方針に変

更がない旨を説明。また、区域外再送

信の問題は地域免許制度との整合性や

著作権の問題などで民放連をはじめ、他

の地区でも問題となっている複雑な問題

であり、すぐに結論が出る問題ではない

が、引続き当事者間で協議を行っていき

たいとの要望を伝えた。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○更新されない理由が明らかにされておら

ず、違法という認識はない。テレビせとうち

よりも再送信の停止を求められなかった。

 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○同意書は出せないという口頭での回答で

あった。一度出た同意事項に対し、正式

な再送信停止の指示もしくは要請・申し

入れが無い以上再送信を止める事情と

認識しえなかった。 

また本来同意が出た案件であらためて

裁定を起こすべき事項に該当する認識

はなかった。過去一度も同意が無く、これ

からの同意を求めるものに対して裁定が

あるものという認識であった。 

●同意をしていない以上再送信を停止す

るのは当然のことであり、当社としては有

線放送事業者が自らの判断のもと、再

送信が停止されるものと思っていたので停

止を求めなかった。 

現在 

 

 

 

 

 

 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○テレビせとうちより過去同意がなされ、再

送信を開始し、テレビせとうちよりの正式

な同意取り消しなど申し入れがなされな

い以上同意がなくなったとの認識は無い。

視聴習慣ができた利用者に対し送信を

止める理由が見出せない以上、テレビせ

とうちの内部問題であることから同意は継

●同意がないという認識である。同意書を

出していない以上、不同意であり、そのこ

とは当該事業者も認識しているはずであ

る。 



続されるべきであるという認識である。 

 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○交渉の中で、同意を求めるものの回答期

限が設定されないことから、今後協議を

継続しても回答が出る見通しが見出せ

ない状況であることに加え、中国総合通

信局より 5 月内に適法状態（同意書の

提出）にすべき旨通知が来た為、裁定を

申請するに至った。 

●先に申し述べた通り、協議を引き続き行

う用意はある。区域外再送信の問題を

解決するためには、地域免許制度と有

線テレビジョン放送法との整合性が図ら

れることや、著作権問題の解決が必要で

ある。こうした問題は当社 1 社のみが解

決できる問題ではなく、民放連やキー局

も含めた業界全体のルール作りが必要で

ある。こうしたルール作りがなされれば、当

事者間の協議によってこの問題の解決も

可能ではないかと考える。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

 

 

 

 

 

 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○大分の裁定は、過去同意がなされたもの

でなく、これから新たに送信を開始するも

のである。現在の当社が申請したものと

同様の性格ではないと考える。 

しかし当社側の裁定申請の内容は地

元放送事業者と同系列の区域外ではな

く、別系列のものである。この点が大きな

差異と考える。 

 

●今回の裁定はこれまでの判断を踏襲した

形であり、放送事業者側の主張は反映

されていない。裁定に放送事業者の意

見が反映されていない以上、今回の裁

定結果が当社の主張に影響を及ぼすこ

とはなく、問題解決につながるとは考えら

れない。また、大分の事例はアナログ再

送信は同意しているが、デジタル再送信

は同意しないという事例であり、当社は区

域外再送信そのものに同意していないと

いう点が異なっている。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

○再送信同意の管理として社内の内部体

制の見直しを図り、優先事項として複数

部署での管理を徹底する。 

●当社としては、同意すべきとの大臣裁定
が出た場合、有線テレビジョン放送法第
１３条８項の規定により、裁定によって同
意がなされたのと同じ状況であるので、同
意書そのものの交付が不要であると理解
している。 



●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

 



【０７】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 三原ﾃﾚﾋﾞ放送株式会社 × （放送事業者) テレビせとうち株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限を過ぎているのがわかったのは、

広島県内民放４局の再送信の更新期

限である平成１０年１０月ころです。気付

くのが遅れたのは、同意書の有効期間を

５年と勘違いしていたことです。広島県内

の民放４局とＦＭ１局が、各々放送事業

の免許の有効期間（５年毎）を再送信同

意期間と同じにされていたので、それと同

様と誤って認識したことが原因です。 

●三原テレビに対しては平成 6 年 11 月 1

日から平成 7 年 10 月 31 日までの 1 年

間を期限として再送信を同意した。その

後、三原テレビからは更新の申請書が提

出されていない。当社としてはその後の期

間については同意をしていない以上、当

然再送信は行なわれていないものと思っ

ていた。平成 18 年 11 月に中総通から調

査アンケートがあり、三原テレビのＨＰを閲

覧したところ、再送信を継続していること

が判明した。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○失念していたため、同意期限の前後には

協議を行っていません。 

ただし平成１０年ころＴＳＣのご担当か

ら電話にて、「ポケモンの件で想定地域

以上の範囲で子どもたちに被害がありア

ニメの著作権の関係で、止めろとまでは

言わないが今後は同意できない。」との連

絡がありました。 

●同意期限切れ前後については記録がな

いことから協議の申出はないと思われる。 

申し出による協議は次のとおり。 

●協議の申し出 

平成 18 年 11 月下旬頃、三原テレビ中

村部長より電話があり、東広島ケーブ

ル、尾道ケーブルと３社で面談の申し入

れがあった。12 月 5 日、当社にて総務部

長葛原が面談し、3 社から再送信の同

意を求められたが、区域外再送信につい

ては現在同意していないことを説明。３社

から今後協議継続の申し出があった。 

●対応 

当社葛原は、今後協議を継続していくこ

とについて同意した。 

●協議の内容 



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

平成 19 年 2 月 15 日、2 月 26 日、3 月

30 日、4 月 10 日、5 月 9 日、5 月 29 に

当社で葛原と三原テレビをはじめ東広島

ケーブル、尾道ケーブルの各担当者と協

議を実施した。３社からは改めて再送信

の同意を求められたが、区域外再送信に

ついては現段階では同意しない方針に変

更がない旨を説明。また、区域外再送

信の問題は地域免許制度との整合性や

著作権の問題などで民放連をはじめ、他

の地区でも問題となっている複雑な問題

であり、すぐに結論が出る問題ではない

が、引続き当事者間で協議を行っていき

たいとの要望を伝えた。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○一度は許可を頂いたこともあり、またＴＳＣ

のご担当より再送信を止めることは困難

だろうと言っていただいておりましたので、

違法とまでは言えないと認識しておりまし

た。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○再送信を停止しなかった理由は、一度は

許可を頂いており市民の視聴習慣もでき

ていることから、停波は困難であると判断

いたしました。また、裁定の申請をしなかっ

た理由として、 ＴＳＣのご担当も、停波さ

せることは困難であろうとのご認識で、こと

を大きくさせたくないと言う双方の思いが

一致したことからです。 

●同意をしていない以上再送信を停止す

るのは当然のことであり、当社としては有

線放送事業者が自らの判断のもと、再

送信が停止されるものと思っていたので停

止は求めなかった。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○過去において許可いただいたとしても現

状同意書がない以上、違法とまでは言え

ないまでも同意がないという認識です。 

 

●同意がないという認識である。同意書を

出していない以上、不同意であり、そのこ

とは当該事業者も認識しているはずであ

る。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

○ＴＳＣのご担当は協議継続のご意向でし

たが、話し合いでは解決の糸口すらつか

めない状況であり、一方で国会での総務

大臣のご答弁により中国総合通信局か

ら違法状態の是正指導期限を限定され

ていたことから、市民の利益を守るため、

違法状態の是正方法として停波か裁定

●先に申し述べた通り、協議を引き続き行

う用意はある。区域外再送信の問題を

解決するためには、地域免許制度と有

線テレビジョン放送法との整合性が図ら

れることや、著作権問題の解決が必要で

ある。こうした問題は当社 1 社のみが解

決できる問題ではなく、民放連やキー局



ないか。 の申請かという選択肢のなかから、やむを

得ず裁定の申請をいたしました。 

も含めた業界全体のルール作りが必要で

ある。こうしたルール作りがなされれば、当

事者間の協議によってこの問題の解決も

可能ではないかと考える。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

 

 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○ＴＳＣのご担当との協議の中では、大分と

長野の裁定の結果は参考にするといわれ

ていたので、協議を再開させる余地はあ

ると思いますが、裁定後福岡局が行政

訴訟や不服申し立てを行う可能性があ

り、現時点では解決可能かどうか判断が

できません。 

 

 

●今回の裁定はこれまでの判断を踏襲した

形であり、放送事業者側の主張は反映

されていない。裁定に放送事業者の意

見が反映されていない以上、今回の裁

定結果が当社の主張に影響を及ぼすこ

とはなく、問題解決につながるとは考えら

れない。また、大分の事例はアナログ再

送信は同意しているが、デジタル再送信

は同意しないという事例であり、当社は区

域外再送信そのものに同意していないと

いう点が異なっている。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○同意期限を超える事象が発生したため、

その防止策として社内に再送信同意に

かかる担当者を置き、関係書類を整理し

た上で一元的に管理いたします。 

また、今後再送信の更新等の申請に

関して、発局のご対応やご回答の内容に

よっては、違法状態となることを未然に防

止するため、協議の後不調の場合はやむ

を得ず裁定の申請を行うこともあろうかと

思います。 

●当社としては、同意すべきとの大臣裁定

が出た場合、有線テレビジョン放送法第

１３条８項の規定により、裁定によって同

意がなされたのと同じ状況であるので、同

意書そのものの交付が不要であると理解

している。 

 



【０８】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 株式会社東広島ケーブルメディア × （放送事業者) テレビせとうち株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限は認識しており、同意期限

の平成 10 年 9 月 30 日以前である平

成 10 年 9 月 10 日に期限更新の申請

を放送事業者へ送付しましたが、同

意・不同意の書類の返送はありませ

んでした。 

●東広島ケーブルメディに対しては平成 9

年 10 月 1 日から平成 10 年 9 月 30 日

までの 1 年間を期限として再送信を同意

した。平成 10 年 9 月に更新申請書が提

出されたが、当社の方針として区域外再

送信の同意はしないこととなったため、そ

の旨を口頭で通知した。それ以後、更新

の申請書は提出されていない。当社とし

ては同意をしていない以上、当然再送信

は行なわれていないものと思っていた。平

成 18 年 11 月に中総通から調査アンケー

トがあり、東広島ケーブルのＨＰを閲覧し

たところ、再送信を継続していることが判

明した。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

○放送事業者の方から平成 9 年 8 月 5
日と平成 10 年６月 12 日に担当者が

来社し、CATV の区域外再送信に対

して民放連は地元民放の同意がない

と再送信を同意する事は難しいとの

話があって、当社石井社長が再送信

同意の当該放送事業者ではないが、

キー局であるテレビ東京の社長及び

在広の放送事業者の社長に平成 10
年 6 月以降個別に「テレビせとうち」

の放送の許可をお願いしました。個

人的な交誼の為か、いずれも放送不

許可とは明言されず黙認と受け取ら

れる発言だったという事でした。地

●平成10年９月の更新時に口頭で回答し

た以降記録はなく、協議はおこなっていな

いと思われる。 

申し出による協議は次のとおり。 

●協議の申し出 

平成 18 年 11 月下旬頃、三原テレビより

電話があり、東広島ケーブル、尾道ケー

ブルと３社で面談の申し入れがあった。12

月 5 日、当社にて総務部長葛原が面談

し、東広島ケーブル梅本部長をはじめ 3

社から再送信の同意を求められたが、区

域外再送信については現在同意してい

ないことを説明。３社から今後協議継続

の申し出があった。 



なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

元民放も当社の区域外再送信は黙認

していると理解し、また発局として

の放送事業者から放送停止へ向けて

の働きかけが無かったので、放送を

継続しました。 

●対応 

当社葛原は、今後協議を継続していくこ

とについて同意した。 

●協議の内容 

平成 19 年年 2 月 15 日、2 月 26 日、3

月 30 日、4 月 10 日、5 月 9 日、5 月 29

日に当社で葛原と東広島ケーブル梅本

部長と三原テレビ、尾道ケーブルの各担

当者と協議を実施した。３社からは改め

て再送信の同意を求められたが、区域外

再送信については現段階では同意しない

方針に変更がない旨を説明。また、区域

外再送信の問題は地域免許制度との

整合性や著作権の問題などで民放連を

はじめ、他の地区でも問題となっている複

雑な問題であり、すぐに結論が出る問題

ではないが、引続き当事者間で協議を

行っていきたいとの要望を伝えた。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○形式的には違法状態であるとの認識

は持ちましたが、一度区域外再送信

の同意を得ており、また放送事業者

の対応も放送を阻止する様な強い姿

勢ではなく区域外再送信については

暗黙の諒承との理解で居りましたの

で、敢えて腫れ物に触れる様な行為

（期限延長交渉及び交渉不調による

大臣裁定）は行いませんでした。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○放送事業者がCATV事業者に対して

一度区域外再送信を許可し、CATV
視聴者が普通に視聴している中で、

放送事業者もCATV事業者も放送し

続ける事をお互い暗黙の諒承として

捉え、敢えて当該問題に触れない状

態にあった為です。 
 

●同意をしていない以上再送信を停止す

るのは当然のことであり、当社としては有

線放送事業者が自らの判断のもと、再

送信が停止されるものと思っていたので停

止を求めなかった。 

現在 

 

 

 

 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○書面での合意はないものの放送事業

者としても社会問題化する事を避け

たい状況にあると認識しておりまし

た。CATV 視聴者の状況を考えると、

放送事業者側も停波させる事が出来

●同意がないという認識である。同意書を

出していない以上、不同意であり、そのこ

とは当該事業者も認識しているはずであ

る。 



ない事に理解を示していました。従

いまして同意があると言う認識でし

た。 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○放送事業者は交渉継続との認識でお

りましたが、話し合いでは交渉の糸

口すら掴めず、このまま交渉を続け

ても膠着した状況は変わらないと考

え、やむなく大臣裁定の申請を行い

ました。 

●先に申し述べた通り、協議を引き続き行

う用意はある。区域外再送信の問題を

解決するためには、地域免許制度と有

線テレビジョン放送法との整合性が図ら

れることや、著作権問題の解決が必要で

ある。こうした問題は当社 1 社のみが解

決できる問題ではなく、民放連やキー局

も含めた業界全体のルール作りが必要で

ある。こうしたルール作りがなされれば、当

事者間の協議によってこの問題の解決も

可能ではないかと考える。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○九州の大臣裁定はCATV事業者とし

ては区域外再送信の方向性を示して

頂き改めて意を強くした所でありま

す。再協議に関しては、裁定申請を

提出する前の交渉の中で、放送事業

者が九州と長野の裁定を参考にした

いとの考えを示しておりましたの

で、裁定が出た後での再度の協議で

解決する可能性が無くはないかも知

れませんが、放送事業者が行政訴訟

や著作権法等民事の訴訟を起こさな

いとも限りません。諸般の事情をか

ら大臣裁定を申請せざるを得なかっ

たのが実状です。従いまして現状で

は解決の可能性については不明であ

ります。 
 

●今回の裁定はこれまでの判断を踏襲した

形であり、放送事業者側の主張は反映

されていない。裁定に放送事業者の意

見が反映されていない以上、今回の裁

定結果が当社の主張に影響を及ぼすこ

とはなく、問題解決につながるとは考えら

れない。また、大分の事例はアナログ再

送信は同意しているが、デジタル再送信

は同意しないという事例であり、当社は区

域外再送信そのものに同意していないと

いう点が異なっている。 



将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○起きないと考えております。その根

拠は、2011 年の 7 月に停波するアナ

ログ波の問題なので、一度裁定が出

れば、停波する迄の間に放送を止め

よという事態にはならないと思われ

ます。 
 

●当社としては、同意すべきとの大臣裁定

が出た場合、有線テレビジョン放送法第

１３条８項の規定により、裁定によって同

意がなされたのと同じ状況であるので、同

意書そのものの交付が不要であると理解

している。 

 



【０９】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 尾道ケーブルテレビ株式会社 × （放送事業者) テレビせとうち株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限を過ぎているのがわかったのは、

平成１０年９月ころです。 

区域内の民放局の同意期限が無線

局の一斉更新（５年間）による平成１０

年１０月３１日までとなっておりましたの

で、テレビせとうちの同意期限もそれと同

様であると誤認識していたことが原因で

す。 

●尾道ケーブルに対しては平成 7 年 4 月 1

日から平成 8 年 3 月 31 日まで 1 年間を

期限として再送信同意した。その後、尾

道ケーブルからは更新の申請書が提出さ

れていない。当社としてはその後の期間に

ついて同意をしていない以上、当然再送

信は行なわれていないと思っていた。平成

18 年 11 月に中総通から調査アンケート

があり、尾道ケーブルのＨＰを閲覧したとこ

ろ、再送信を継続していることが判明し

た。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○平成１０年１０月頃。当社担当者が電

話にて、期限切れの更新手続き等につい

て照会しましたが、「現在はどこに対して

も同意をしていない」との回答があり。その

後は協議を行っていません。 

●同意期限切れ前後については記録がな

いことから協議の申出はないと思われる。 

申し出による協議は次のとおり。 

●協議の申し出 

平成 18 年 11 月下旬頃、三原テレビより

電話があり、東広島ケーブル、尾道ケー

ブルと３社で面談の申し入れがあった。12

月 5 日、当社にて総務部長葛原が面談

し、尾道ケーブル堀常務をはじめ 3 社から

再送信の同意を求められたが、区域外

再送信については現在同意していないこ

とを説明。３社から今後協議継続の申し

出があった。 

●対応 

当社葛原は、今後協議を継続していくこ

とについて同意した。 



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

●協議の内容 

平成 19 年 2 月 15 日、2 月 26 日、3 月

30 日、4 月 10 日、5 月 9 日、5 月 29

日に当社で葛原と尾道ケーブル堀常務と

三原テレビ、東広島ケーブルの各担当者

と協議を実施した。３社からは改めて再

送信の同意を求められたが、区域外再

送信については現段階では同意しない方

針に変更がない旨を説明。また、区域外

再送信の問題は地域免許制度との整

合性や著作権の問題などで民放連をは

じめ、他の地区でも問題となっている複雑

な問題であり、すぐに結論が出る問題で

はないが、引続き当事者間で協議を行っ

ていきたいとの要望を伝えた。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○平成１０年１０月頃。上記、電話での照

会のとき「同意はできない」といわれました

が、同時に「再送信を直ちに停止せよと

は言わない」とも言われました。従いまして

一度は同意頂いたこともあり、正常では

ないが、違法とまでは言えないと認識して

おりました。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○再送信を停止しなかった理由は、一旦同

意を頂いて、すでに数年間経過し加入

者の視聴習慣もあったことより、電波の停

止は困難であると判断しました。 

すみやかに裁定の申請をしなかったの

は、テレビせとうちより「再送信を直ちに停

止せよとは言わない」旨の発言をいただい

ており、裁定を行うことであえて問題化す

る必要性が無かったと考えました。 

●同意をしていない以上再送信を停止す

るのは当然のことであり、当社としては有

線放送事業者が自らの判断のもと、再

送信が停止されるものと思っていたので停

止を求めなかった。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○現在、書面による同意書がない以上、

同意はないものと考えております。 

 

●同意がないという認識である。同意書を

出していない以上、不同意であり、そのこ

とは当該事業者も認識しているはずであ

る。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

○ＴＳＣのご担当は協議継続のご意向でし

たが、話し合いでは解決の糸口すらつか

めない状況であり、違法状態の是正指

導期限を限定されていたことから、やむを

得ない判断でした。国会での総務大臣

●先に申し述べた通り、協議を引き続き行

う用意はある。区域外再送信の問題を

解決するためには、地域免許制度と有

線テレビジョン放送法との整合性が図ら

れることや、著作権問題の解決が必要で



後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

のご答弁により、中国総合通信局から違

法状態の是正指導をいただきまして、期

限もあること、および視聴者の利益を守る

ために裁定の申請をいたしました。 

 

ある。こうした問題は当社 1 社のみが解

決できる問題ではなく、民放連やキー局

も含めた業界全体のルール作りが必要で

ある。こうしたルール作りがなされれば、当

事者間の協議によってこの問題の解決も

可能ではないかと考える。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

 

 

 

 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○ＴＳＣのご担当との協議の中では、大分と

長野の裁定の結果は参考にするといわれ

ていたので、協議を再開させる余地はあ

ると思います。しかしながら正式に大臣裁

定が下されてから、福岡局が行政訴訟や

不服申し立てを行う可能性もあり、すぐに

同意されるかどうかは推測不可能です。 

○大分と当社の差異について 

大分の例ではすでにアナログ同意があり、

デジタルでの同意が問題になっております

が、当社の場合は一度頂いたアナログの

同意が期限切れを、再度同意頂くことが

目的となっております。 

●今回の裁定はこれまでの判断を踏襲した

形であり、放送事業者側の主張は反映

されていない。裁定に放送事業者の意

見が反映されていない以上、今回の裁

定結果が当社の主張に影響を及ぼすこ

とはなく、問題解決につながるとは考えら

れない。また、大分の事例はアナログ再

送信は同意しているが、デジタル再送信

は同意しないという事例であり、当社は区

域外再送信そのものに同意していないと

いう点が異なっている。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○今回の要因としては、社内の文書管理を

一部担当部署のみで行っていたことが主

因ですので、今後は再送信同意をはじめ

対外的な契約等については、期日内容

をデータベース化し、社内のグループウェア

のスケージュラにて複数の部署でクロスチ

ェックを行い管理し期日内に更新手続き

を行うようにいたします。 

○再度の裁定の可能性について 

上記の対策により、単純な更新時期の

失念によるものは起きないと考えておりま

す。しかし、それ以外の事由により同意が

得られない状況が発生して協議を行うも

●当社としては、同意すべきとの大臣裁定

が出た場合、有線テレビジョン放送法第

１３条８項の規定により、裁定によって同

意がなされたのと同じ状況であるので、同

意書そのものの交付が不要であると理解

している。 



最終的に合意に至らない場合は、再度

裁定を申請する可能性があります。 

 



【１０】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） Ｋビジョン株式会社 × （放送事業者) 株式会社広島ホームテレビ】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限（平成１６年１０月３１日）は十

分に承知しており、広島ホームテレビに対

し、期限が切れる前の平成１６年１０月

６日付で、再送信申込書（別紙広島ホ

ーム１）を、同意を得た前回（平成１５年

１１月）にならって郵送した。 

●当社は、Ｋビジョンに対して平成１６年１０ 

月３１日の期限を最後に再送信同意を

行っていない。同意期限の日時を過ぎて

いることが「分かった」、「分からない」の問

題ではなく、当然再送信を停止している

との認識で、当社からその調査などは行っ

ていない。平成１６年１１月１日以降の

再送信同意要請に対し、拒絶している

訳で、更新の意思など確認する必要は

ないと考える。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○前年の平成１５年は、１０月１５日付で

郵送した再送信申込書に対して広島ホ

ームテレビから、協議等を経ずに１１月１

日付で同意書が郵便で届いた。このこと

もあって、平成１６年も１０月に申込書を

郵送、広島ホームテレビから何の回答も

ないままに、(地元の了解必要の返答？

home)平成１９年２月まで、協議の申し

入れを行わなかった。しかし、再送信申

込書については、平成１７年も、１年間の

同意期限が切れる時期に当たる１０月に

広島ホームテレビに郵送した。 

●協議の申出はあった。 

協議の詳細については、平成１９年７月

１２日、中国総合通信局に提出した意

見書にすべて記載済である。しかし当社

応対者の記載が無いので別紙の(H16 地

元了解必要返答）通り補足添付する。 

 

●対応した。 

 協議の詳細については、平成１９年７

月１２日、中国総合通信局に提出した

意見書にすべて記載済である。しかし当

社応対者の記載が無いので別紙の通り

補足添付する。 

●内容について。 

 協議の詳細については、平成１９年７

月１２日、中国総合通信局に提出した



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

意見書にすべて記載済である。しかし当

社応対者の記載が無いので別紙の通り

補足添付する。 

 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○広島ホームテレビから「不同意」あるいは

｢再送信停止｣等の通知は一切なく、手

続き中と受け止めており、ただちに違法と

は認識していなかった。 

○「適法に処理している」との主張は行って

いない。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○同意を得ていないことについて、ただちに

違法との認識はなく、また、広島ホームテ

レビから「再送信停止」等の要請がなかっ

たこともあり、停止措置は念頭になかっ

た。 

広島ホームテレビに対して行った再送

信同意の申し込みには有効性があり、手

続き中との認識で、裁定申請は考慮に

なかった。 

●求めていない。 

有線テレビジョン放送法により認可を受け 

た事業者が法律違反を平然とするなどと言 

う認識がない。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○広島ホームテレビから「再送信停止」の通

知がないなど特段の反応がない状況であ

り、手続き中との認識だったが、平成１９

年３月からの協議の中で、「同意できな

い」との回答を受け、同意がないとの認識

にいたった。 

●同意はないという認識。 

当社から、同意書を発行していないので

当然同意はない、同意したものについて

はすべて同意書を発行している。 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○協議を続行する意思はあり、一方的に

協議を打ち切ったとは考えていない。広

島ホームテレビは「社の方針として区域外

再送信は認めない」と主張、条件提示

や、協議の見通しは示されず、協議を重

ねても「社の方針」を変更することはあり

得ないと判断せざるを得なかった。 

●協議をするつもりは無い。 

論点と言う問題ではなく、法律によって認 

可を受けたＫビジョンが有線放送事業者

としての遵法精神、倫理観があるかどうか

の問題である。現在の段階では新たな条

件提示は検討していない。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

  



ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○「放送の意図」を担保する目的の法の精

神にのっとった裁定を高く評価する。九州

の大臣裁定は同意を得ているアナログか

らデジタルへの継続であり、中断したアナ

ログの同意を求めている今回とはこの点で

異なる。再度、協議して解決する可能性

は低いのではないかと思われる。 

●これを発端として、すべての有線放送事 

業者の再送信が裁定で認められると、放

送秩序は無くなり放送業界そのものが崩

壊し、地上波放送局の経営悪化により、

視聴者への情報量は激減すると考える、

裁定は誠に遺憾である。 

九州はデジタルでの裁定申請であるこ

とと、これまでアナログの再送信はすべて

同意していたところが違う。山口のケース

はアナログでの裁定申請であり、当社は

平成１６年１１月から再送信に同意して

いない。大分と同一視されるのは疑問で

ある。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○従来通り、同意期限を把握し、期限以

前に放送事業者に再送信同意の申し

込みを行う。放送事業者から同意が得ら

れない場合、早期に協議に入り、鋭意、

同意を得られるよう努力する。しかし、放

送事業者が同意に応じない場合は、大

臣裁定を申請せざるを得ないと考える。 

●仮定の話には返答できない。もし裁定が 

出たらその後検討する。 

 



【１１】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） Ｋビジョン株式会社 × （放送事業者) 株式会社テレビ新広島】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限（平成１５年１０月３１日）は十

分に承知しており、テレビ新広島に対し、

期限が切れる前の平成１５年９月２２日

付で、再送信申込書（別紙新広島１）

を、同意を得た前回（平成１０年１０月）

にならって郵送した。 

●当該同意の期限については、同意期限

の終了前より認識はなされている。 

（事前に有線テレビジョン事業者より再送

信申込があり、同意のための条件として、

山口県の放送事業者の同意が必要に

なる旨を、口頭説明および文書送付） 

同意期限が切れた以降も、電話によ

り状況の確認を行ってきた。 

地域放送事業者と協議中の認識によ

り停止要請はしていない。また、我々には

再送信停止の権限も法的強制力もな

い。停止命令は、総務省の行政指導に

よるものしかないと認識している。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

○再送信申し込みに対し、テレビ新広島か

ら、同意の条件として、山口県内民放３

社（山口放送、テレビ山口、山口朝日放

送）の同意が必要とする平成１５年１０

月３０日付文書（別紙新広島２）が郵送

で届いた。 

○この要請を受けて、山口県内民放３社と

協議、テレビ山口から同年１２月１５日

付文書（別紙新広島３）で同意を得た

が、他の２社からは同意を得られず、その

旨をテレビ新広島に対し、同年１２月１８

日付文書（別紙新広島４）にて報告する

と伴に、同意を要請。これに対して、テレ

ビ新広島から回答はなく、以後、平成１

９年２月まで協議は行っていない。しか

●同意期限終了前は、申請者からの電話

による協議の申出を受け、対応を行って

いる。 

同意期限以降も、担当者間で４回程

度電話による同意条件の状況確認を行

っていたが、進展が見られなかった。 

２００７年２月７日、有線テレビジョン事

業者から、同意願いの文書が届き、９日

付けで同意条件の文書を再送、および

電話による協議を行った。 

２００７年３月１３日、有線テレビジョン

事業者が来社し、編成・技術にて応対。 

カープ球団との権利処理、著作権処

理、県外ＣＭなどについて改めて協議を

行った。 



●協議を行ったのならば、その内容はどのような

ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

し、再送信申込書については、平成１６

年以降も、１年間の同意期限が切れる

時期に当たる１０月にテレビ新広島に郵

送してきた。 

山口県の放送事業者の同意について

も、状況確認を再度行ったが進展は見ら

れなかったため、山口の放送事業者との

協議を再度要望した。 

添付資料① 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○テレビ新広島から「不同意」あるいは｢再

送信停止｣等の通知は一切なく、手続き

中と受け止めており、ただちに違法とは認

識していなかった。 

○「適法に処理している」との主張は行って

いない。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○同意を得ていないことについて、ただちに

違法との認識はなく、また、テレビ新広島

から「再送信停止」等の要請がなかったこ

ともあり、停止措置は念頭になかった。 

テレビ新広島に対して行った再送信同

意の申し込みには有効性があり、手続き

中との認識で、裁定申請は考慮になかっ

た。 

●同意条件についての進捗状況の確認を

行っており、再送信の停止は求めていな

い。先に述べたとおり。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○テレビ新広島から「再送信停止」の通知

がないなど特段の反応がない状況であ

り、手続き中との認識だったが、平成１９

年３月からの協議の中で、「同意できな

い」との回答を受け、同意がないとの認識

に至った。 

●同意はないという認識。 

有線テレビジョン放送法では、同意なく

放送を継続しても何の罰則もなく、行政

指導のみが解決手段ではないか。我々

テレビジョン放送事業者としては、地上放

送の秩序維持と、地域免許制度の観点

から、同意できない。 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○協議を続行する意思はあり、一方的に

協議を打ち切ったとは考えていない。テレ

ビ新広島は「社の方針として区域外再送

信は認めない」と主張、条件提示や、協

議の見通しは示されず、協議を重ねても

「社の方針」を変更することはあり得ない

と判断せざるを得なかった。 

●先に述べた観点から、地元テレビジョン放

送事業者と当該ＣＡＴＶ事業者の協議が

前提である。協議の結果、地元テレビジ

ョン放送事業者の同意が得られた場合、

著作権法の解決に向けて、協議する用

意はある。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

  



らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○「放送の意図」を担保する目的の法の精

神にのっとった裁定を高く評価する。九州

の大臣裁定は同意を得ているアナログか

らデジタルへの継続であり、中断したアナ

ログの同意を求めている今回とはこの点で

異なる。再度、協議して解決する可能性

は低いのではないかと思われる。 

●地域免許制度を無視した裁定であり、

同省庁内に相容れない法律があることを

認識の上での裁定には、極めて遺憾であ

ります。 

再度の協議については、先に述べた通

り。 

差異は、大分ではデジタル放送の区

域外再送信に関わる裁定であるが、今

回は、違法再送信の状態を是正するた

めの裁定である。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○従来通り、同意期限を把握し、期限以

前に放送事業者に再送信同意の申し

込みを行う。放送事業者から同意が得ら

れない場合、早期に協議に入り、鋭意、

同意を得られるよう努力する。しかし、放

送事業者が同意に応じない場合は、大

臣裁定を申請せざるを得ないと考える。 

●少なくても著作権法による著作権・著作

隣接権の処理を終えない限り同意できな

いと考えています。また、電監審への異議

申し立ても検討します。 

 



【１２】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） Ｋビジョン株式会社 × （放送事業者) 広島テレビ放送株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限（平成１５年１０月３１日）は十

分に承知しており、広島テレビに対し、期

限が切れる前の平成１５年９月２４日付

で、再送信申込書（別紙広島１）を、同

意を得た前回（平成１０年１０月）になら

って郵送した。 

●再送信同意は平成 15 年 10 月 31 日で 

期限が切れており、その時点でその事実

を認識しております。 

同意期限に達する前に申請者から同

意継続の要請がありましたが、同意はで

きない旨伝えました。 

同意期限が切れた時点で再送信は

当然停止されているものと認識しており、

再送信停止の要請はしておりません。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○再送信申し込み後の協議の中で、広島

テレビから、同意の条件として、山口県内

民放３社（山口放送、テレビ山口、山口

朝日放送）の同意を得るよう要請があっ

た。 

○この要請を受けて、山口県内民放３社と

協議、テレビ山口から同意を得たが、他

の２社からは同意を得られず、当社代表

取締役・渕上章（当時）と取締役技術

部長・清水利正が同年１２月１８日、後

藤文生社長と面談、文書（別紙広島２）

を手渡して同意を要請。以後、平成１９

年２月まで協議は行っていない。しかし、

再送信申込書については、平成１６年１

０月６日付（別紙広島３）をはじめ、１年

間の同意期限が切れる時期に当たる１０

●同意期限が切れた後、平成１６年およ 

び平成１７年に再送信同意申込書が郵

送されてきました。これに対して口頭で同

意しない旨伝えております。 

協議は申請者の申し出を受け、平成

１９年３月１２日、４月１１日、５月９日の

３回協議を行い、編成局長、編成部

長、技術局長、技術管理担当部長ほか

が対応しました。 

協議の席で再送信同意の申し入れが

ありましたが、当社は、地元局の了承が

得られないこと、県境とも接しておらず区

域外との認識であること、番組購入の際

放送区域を限定して契約をしていること、

ＣＭは地域を限定し運用されていること

などを説明し現状では再送信同意をす



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

月に郵送してきた。 る意思がないことを表明しました。 

 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○広島テレビから「不同意」あるいは｢再送

信停止｣等の通知は一切なく、手続き中

と受け止めており、ただちに違法とは認識

していなかった。 

○「適法に処理している」との主張は行って

いない。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○同意を得ていないことについて、ただちに

違法との認識はなく、また、広島テレビか

ら「再送信停止」等の要請がなかったこと

もあり、停止措置は念頭になかった。 

広島テレビに対して行った再送信同意

の申し込みには有効性があり、手続き中

との認識で、裁定申請は考慮になかっ

た。 

●同意期限切れにより再送信は当然停止

されるものと認識していましたが、平成１９

年３月協議により、同意期限が切れた後

も引き続き再送信されていることが判明し

ました。 

同意なき再送信が違法であるという認

識は双方で一致しており、協議の中では

再送信の停止も検討していただきたい旨

申し入れをしました。しかし、あくまでも自

主的な判断で対応していただきたく、文

書等による強い申し入れは行っていませ

ん。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○広島テレビから「再送信停止」の通知が

ないなど特段の反応がない状況であり、

手続き中との認識だったが、平成１９年３

月からの協議の中で、「同意できない」と

の回答を受け、同意がないとの認識に至

った。 

●再送信同意は平成 15 年 10 月 31 日で 

期限が切れており。以降同意なき状態が

継続していると認識しております。 

さまざまな状況の変化に対応するため

に契約には期限があります。再送信同意

の契約期限が終了する場合は双方で協

議し、整わない場合は同意のない状態と

なります。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

○協議を続行する意思はあり、一方的に

協議を打ち切ったとは考えていない。広

島テレビは「社の方針として区域外再送

信は認めない」と主張、条件提示や、協

議の見通しは示されず、協議を重ねても

「社の方針」を変更することはあり得ない

と判断せざるを得なかった。 

●意見書で述べたとおり、申請者は中国総

合通信局の期限を切った指導により大

臣裁定を申請したものであり「協議中」と

認識しております。したがって、協議を続

ける意思はあります。 

申請者は福岡の民放全社からアナロ

グ放送の同意を得て福岡波を再送信し



ないか。 ています。その上で同意を得ないまま広

島波の再送信をしています。福岡の民放

５波に加え広島の民放４波を再送信して

いるわけです。地元局の経営に対する県

外波の再送信による影響は大きく、たとえ

ケーブル契約者の要望があるとしても同

意のない広島の４波までも違法再送信

する道理は無いと考えます。 

しかし、さらに協議を続けることにより、

デジタル放送への対応や著作権の厳密

な 処理、そして広告主とのマーケティング

の観点での放送区域の調整等の課題に

取り組むことにより、裁定以外の方法で

解決する余地はあると考えます。 

 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○「放送の意図」を担保する目的の法の精

神にのっとった裁定を高く評価する。九州

の大臣裁定は同意を得ているアナログか

らデジタルへの継続であり、中断したアナ

ログの同意を求めている今回とはこの点で

異なる。再度、協議して解決する可能性

は低いのではないかと思われる。 

●九州の大臣裁定については「放送の意

図が害され、又は歪曲されることをうかが

わしめる具体的事実が認められず」とあり

ます。しかし、広告放送においてテレビＣ

Ｍは放送エリアと放送期間の２つが重要

な要素となっており、それを逸脱すればマ

ーケティングの意図を崩すことになります。

広告主が「知らないまま区域外再送信が

勝手に行われ、広告が放送として想定

外の地域に届くことは問題である」と述べ

ているとおり、放送番組とあわせテレビＣ

Ｍの「放送の意図」である地域と期間に

ついて、さらにご検討いただきたいと考えて

おります。九州の大臣裁定を踏まえての

協議や解決の可能性はありません。 

なぜなら申請者は違法再送信を続けな

がら大臣裁定を申請しました。さらに、裁



定申請には希望する再送信の開始日を

「裁定があり次第速やかに」と、いかにも

現状再送信をしていないかのように表記

しており、申請に虚偽の内容があります。 

このように違法状態を続け、さらに事実

と異なる内容で申請を行う申請者は、い

わゆるクリーンハンドの原則に違反し、あ

るいは権利濫用として、ケーブル事業者と

しての適格性と本件申請の資格を有して

いないというべきものであると考えます。 

さらに、アナログ再送信の同意がある

状態でデジタル再送信の同意を求めて

大臣裁定を申請した大分のケースとは次

元が異なり、申請者はアナログで同意な

き違法再送信を続けながら大臣裁定を

申請し、違法状態を追認させようとしてい

る点があり、ケーブル事業者として遵法精

神の面で疑問があります。 

 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○従来通り、同意期限を把握し、期限以

前に放送事業者に再送信同意の申し

込みを行う。放送事業者から同意が得ら

れない場合、早期に協議に入り、鋭意、

同意を得られるよう努力する。しかし、放

送事業者が同意に応じない場合は、大

臣裁定を申請せざるを得ないと考える。 

●検討しておりません。 

 



【１３】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） Ｋビジョン株式会社 × （放送事業者) 株式会社中国放送】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限（平成１５年１０月３１日）は十

分に承知しており、中国放送に対し、期

限が切れる前の平成１５年９月２２日付

で、再送信申込書（別紙中国１）を、同

意を得た前回（平成１０年１０月）になら

って郵送した。 

●再送信同意申請に対して判断しており、

期限切れ等の把握をし管理する必要は

ない。 

2005 年 10 月の再送信同意願いに対

し 2005 年 10 月に不同意文書を送付し

ている。 

また、2007 年 3 月にも文書にて不同

意を通知しており、本協議まで同意期限

が過ぎたままになっているという認識はな

い。 

2007年4月に違法な再送信が行われ

ていることが分かり、本協議中に違法再

送信を停止するよう要請した。 

 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

○ 再送信申し込みに対し、中国放送か

ら回答等がないまま、協議の申し入れ

は行っていない。 

○ 平成１６年１０月と１７年１０月、それぞ

れ、１年間の同意期限が切れる時期

にあわせて、再送信申込書を郵送し

た。これに対して、中国放送から平成１

６年には回答等はなく、平成１７年にな

って「不同意とさせていただきます」との

文書が郵便で届いた。協議等の申し

入れは平成１９年２月まで行っていな

い。 

●期限切れ前後には、申請者からの協議

等の申し入れはされていない。 

●申請者からの申し出は、2007 年 4 月と 5

月の 2 回、清水技術部長より電話であっ

た。協議の記録は全て残してある。 

●協議の申し出があるたびに、当社の編成

制作部長、技術管理部長、映像センタ

ー担当部長他が当社応接室にて真摯に

対応した。 

●Ｋビジョンより、1998 年に当社より同意を

受け、その同意期限切れの 2003 年以降

同意を得ていないことの謝罪や、総通局

の指導について説明があり、当社からは

不同意理由の説明など行った。 



なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

 

上記3項目についての詳細は、意見書の 

＜資料１＞に詳しく記載してある。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○中国放送から「不同意とさせていただきま

す」との文書が届いた平成１７年１０月ま

では手続き中と受け止めており、違法性

の認識はなかった。不同意の通知が届い

た後は、違法性の認識が皆無とは言えな

いものの、｢再送信停止｣まで求めた強い

内容ではなかったこともあり、違法性の認

識の程度は低かった。 

○「適法に処理している」との主張は行って

いない。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○中国放送から「再送信停止」等の要請

はなく、また、一方的に停止することに、

長年、視聴してきた加入者から理解が得

られるとは考えられないため、停止しなか

った。 

裁定申請の要件を満たしていなかったた

め。 

●不同意通知をしているにもかかわらず再 

送信を行っているのが分かったのは、2007

年 4 月。 

本協議中に、違法な再送信を停止す

るよう要請したが、現在も違法再送信は

継続されている。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○平成１９年２月に文書で同意を要請、こ

れに対して、中国放送から同３月に「不

同意とさせていただく」との文書が届いてお

り、現在は、同意がないとの認識。 

●2005 年 10 月と 2007 年 3 月に文書で不 

同意を通知しているので、同意はない。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○協議を続行する意思はあり、一方的に

協議を打ち切ったとは考えていない。中

国放送は「社の方針として区域外再送

信は認めない」と主張、条件提示や、協

議の見通しは示されず、協議を重ねても

「社の方針」を変更することはあり得ない

と判断せざるを得なかった。 

●2003 年以降、再送信同意を受けていな

い中、再送信を継続し、総通局の指導

があって後に、2007 年 2 月に、前年に再

送信願いを出しているかのような文書を

当社に送るなど、企業倫理上の不適格

性などいろいろ問題点があるため、現状

ではＫビジョンと協議する状況にはない

が、拒むものではない。また、詳細は意見

書の「２．有線テレビジョン放送法第 13

条 2 項本文の同意しない理由」に述べて



いる。 

Ｋビジョンが、同意のない違法な再送

信をやめることが解決する方法と認識す

る。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

  

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○「放送の意図」を担保する目的の法の精

神にのっとった裁定を高く評価する。九州

の大臣裁定は同意を得ているアナログか

らデジタルへの継続であり、中断したアナ

ログの同意を求めている今回とはこの点で

異なる。再度、協議して解決する可能性

は低いのではないかと思われる。 

●「大臣裁定」制度は、地上放送の根幹 

である地域免許制度と相容れないため、

かねてよりその撤廃を求めてきているが、

今回地上放送局側の主張が一切斟酌

されておらず、裁定の判断が時代にそぐわ

ない 5 基準に基づき行われたことは、大

変不本意である。 

今回、「放送の意図」が編集権以外

は認められず、同意をしない正当な理由

がその編権が害され、または歪曲されるこ

とのみに限定されているが、地上放送に

おける「放送の意図」には「放送の地域

性」、「地域への災害情報の提供」や「地

域限定のＣＭ」があり、このたびの大臣裁

定は甚だ遺憾である。再度協議しての解

決の可能性はないと思う。大分地区はア

ナログの同意があるが、当社はＫビジョン

に対して不同意を書面で通知している。 

 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

○従来通り、同意期限を把握し、期限以

前に放送事業者に再送信同意の申し

込みを行う。放送事業者から同意が得ら

れない場合、早期に協議に入り、鋭意、

同意を得られるよう努力する。しかし、放

送事業者が同意に応じない場合は、大

臣裁定を申請せざるを得ないと考える。 

●同意文書の交付はしない。 

電波監理審議会へ異議申し立てを行う 

ことを検討する。 



者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

 



【１４】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 株式会社アイ・キャン × （放送事業者) 株式会社広島ホームテレビ】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限前に事前打合せを行ったが、

平成１６年８月２６日に広島ホームテレビ

（ＨＯＭＥ）より文書にて、従来通りの申

請に付帯条件（山口県内系列局である

山口朝日放送／ＹＡＢの承諾を得てくる

よう提示）を付けられ、ＹＡＢと本条件につ

いて何度も訪問し交渉を行ったが、期限

切れまでにＹＡＢに承諾を頂くに至らなか

った。（別添参照） 

ＨＯＭＥとは引き続き協議をし、ＹＡＢ

の承諾が取れ次第、同意する旨の了承

を得ていた。 

●当社は、アイ・キャンに対して平成１６年１

０月３１日の期限を最後に再送信同意

を行っていない。同意期限の日時を過ぎ

ていることが「分かった」、「分からない」の

問題ではなく、当然再送信を停止してい

るとの認識で、当社からその調査などは

行っていない。平成１６年１１月１日以降

の再送信同意要請に対し、拒絶している

訳で、更新の意思など確認する必要は

ないと考える。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○当初、ＨＯＭＥに対して従来どおり更新

申請書を郵送したが付帯条件を提示さ

れたため、何度か訪問し交渉を行った。 

○山口県内系列局（ＹＡＢ）の承諾という付

帯条件だったので、ＹＡＢと誠心誠意協

議を行った結果、広島波を VHF 帯では

なくミッドバンドへ移してほしいといわれ、

弊社では送受信機器を新設し可能なエ

リア（新規拡張エリア）から、広島波のミッ

ドバンドへの移行を行い誠実に対応し、

再度ＹＡＢと協議を行ったがＹＡＢは当初

とは状況が変わってきたため承諾できない

とし、県外波再送信の承諾は得られなか

った。 

こういった状況を HOME に報告し、付

帯条件の削除を申し入れたが、受け入

●協議の申出はあった。 

協議の詳細については、平成１９年７月

１２日、中国総合通信局に提出した意

見書にすべて記載済である。しかし当社

応対者の記載が無いので別紙の通り補

足添付する。 

 

●対応した。 

 協議の詳細については、平成１９年７

月１２日、中国総合通信局に提出した

意見書にすべて記載済である。しかし当

社応対者の記載が無いので別紙の通り

補足添付する。 

●内容について。 

 協議の詳細については、平成１９年７

月１２日、中国総合通信局に提出した



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

れてもらえず、引き続き協議を行うこととな

った。 

 

意見書にすべて記載済である。しかし当

社応対者の記載が無いので別紙の通り

補足添付する。 

 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○同意期限切れ時点で、有線テレビジョン

放送法上、問題があることは認識してい

たが、上記のことから継続協議中というこ

とで、必ずしも違法であるとは考えていな

かった。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○ＨＯＭＥとの継続協議中という認識で、Ｙ

ＡＢの承諾という条件が整い次第、同意

を出すということで、再送信を止めることは

せず、裁定申請も行わなかった。 

●求めていない。 

有線テレビジョン放送法により認可を受け

た事業者が法律違反を平然とするなどと

言う認識がない。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○ＹＡＢの承諾という付帯条件について継

続協議中で、HOME から書面での同意

はもらえていないが、協議期間中は同意

していただいているという認識だったため再

送信を止める必要はないと考えていた。 

●同意はないという認識。 

当社から、同意書を発行していないので

当然同意はない、同意したものについて

はすべて同意書を発行している。 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○ＨＯＭＥ、ＹＡＢの両社と誠心誠意協議

を行っていたが、中国総合通信局より、

書面による同意がない場合行政指導を

行う旨の通知があり、又このまま協議を

行っても YAB から承諾をいただける見込

みがなく、HOME とも広島波の受信状況

の調査結果も提示し協議を行っていたが

付帯条件は外せないということだったの

で、止むを得ず裁定申請を行った。 

 

●協議は可能。 

アイ・キャンが当社の示した案に同意す

るかどうかが論点。 

裁定申請前に当社は、アイ・キャンに

対して「当社の放送区域内である旧岩

国市内については再送信に同意する」と

呈示している。アイ・キャンが、この提案を

了承することが裁定以外の解決方法で

ある。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

 ●従来の業務エリアは、当社の放送区域

内である為。 



ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○大分県では、福岡県境に位置する日田

市の CATV 局は裁定申請に至る前に隣

接する県外波再送信同意を得ていて、

今回裁定申請を行った CATV 局は県央

地域となる。 

広島県との県境に位置する地域をエリ

アとする弊社の状況は、裁定申請に至る

前に県外波の再送信同意を得た大分

県日田市ＣＡＴＶ局と同様であり、九州

の事例から見ると、岩国市は裁定に至る

前に同意を得られるべき地域であると考

えている。 

 

●これを発端として、すべての有線放送事

業者の再送信が裁定で認められると、放

送秩序は無くなり放送業界そのものが崩

壊し、地上波放送局の経営悪化により、

視聴者への情報量は激減すると考える、

裁定は誠に遺憾である。 

九州はデジタルでの裁定申請であるこ

とと、これまでアナログの再送信はすべて

同意していたところが違う。山口のケース

はアナログでの裁定申請であり、当社は

平成１６年１１月から再送信に同意して

いない。大分と同一視されるのは疑問で

ある。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○今後もＨＯＭＥに対して、誠心誠意協議

を行い、同意を得られるよう努力する。 

ただし、放送事業者の対応によっては

同様のことが起こる可能性もある。 

 

 

●仮定の話には返答できない。もし裁定が

出たらその後検討する。 

 



【１５】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 株式会社アイ・キャン × （放送事業者) 株式会社テレビ新広島】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限前に事前打合せを行ったが、

平成１５年１０月従来通りの申請に付帯

条件（山口県内放送局 山口放送／Ｋ

ＲＹ、テレビ山口／ＴＹＳ、山口朝日放送

／ＹＡＢの承諾を得てくること）を付けら

れ、山口県内放送局と本条件について

何度も訪問し交渉を行ったが、期限切れ

までに山口県内放送局に承諾を頂くに

至らなかった。 

テレビ新広島（ＴＳＳ）とは引き続き協

議をし、山口県内放送局の承諾が取れ

次第、同意する旨の了承を得ていた。 

 

●当該同意の期限については、同意期限

の終了前より認識はなされている。（事前

に有線テレビジョン事業者より再送信申

込があり、同意のための条件として、山口

県の放送事業者の同意が必要になる旨

を、口頭説明および文書送付） 

同意期限が切れた以降も、電話により

状況の確認を行ってきた。 

地域放送事業者と協議中の認識によ

り停止要請はしていない。また、我々には

再送信停止の権限も法的強制力もな

い。停止命令は、総務省の行政指導に

よるものしかないと認識している。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

○当初、ＴＳＳに対して従来どおり更新申

請書を郵送したが付帯条件を指示され

たため、何度か訪問し交渉を行った。 

○付帯条件とは広島東洋カープ球団の承

諾（放送エリアの問題と著作権等の問

題）と山口県内局の承諾ということだっ

た。広島東洋カープ球団と交渉した結

果、口頭ベースで承諾するという回答を

いただき、この件の付帯条件はクリアして

いる。 

また山口県内放送局と誠心誠意協

議を行った結果、広島波をＶＨＦ帯では

なくミッドバンドへ移してほしいといわれ、

弊社では送受信機器を新設し可能なエ

リア（新規拡張エリア）から、広島波のミッ

●同意期限終了前は、申請者からの電話

による協議の申出を受け、対応を行って

いる。 

２００６年２月、エリア拡張に伴う再送

信申込があり、同意条件について、再度

電話で協議を行った。 

同意期限以降、担当者間で４回程

度電話による同意条件の状況確認を行

ったが、進展が見られなかった。 

２００７年３月１２日、有線テレビジョン

事業者が来社し、編成・技術にて応対。 

カープ球団との権利処理、著作権処理、

県外ＣＭなどについて改めて協議を行っ

た。 

山口県の放送事業者の同意について



●協議を行ったのならば、その内容はどのような

ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

ドバンドへの移行を行い誠実に対応し、

再度山口県内放送局と協議を行ったが

当初とは状況が変わってきたため承諾で

きないとし、県外波再送信の承諾は得ら

れなかった。 

こういった状況をＴＳＳに報告し、付帯

条件の削除を申し入れたが、受け入れて

もらえず、引き続き協議を行うこととなっ

た。 

 

も、状況確認を再度行ったが進展は見ら

れなかったため、山口の放送事業者との

協議を再度要望した。 

添付資料① 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○同意期限切れ時点で、有線テレビジョン

放送法上、問題があることは認識してい

たが、上記のことから継続協議中というこ

とで、必ずしも違法であるとは考えていな

かった。 

●同意条件についての進捗状況の確認を

行っており、再送信の停止の通知は行っ

ていない。 

理由は、先に述べたとおり。 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○ＴＳＳとのとの継続協議中という認識で、

山口県内放送局の承諾という条件が整

い次第、同意を出すということで、再送信

を止めることはせず、裁定申請も行わな

かった。 

●同意はないという認識。 

有線テレビジョン放送法では、同意なく放

送を継続しても何の罰則もなく、行政指

導のみが解決手段ではないか。我々テレ

ビジョン放送事業者としては、地上放送

の秩序維持と、地域免許制度の観点か

ら、同意できない。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○山口県内放送局の承諾という付帯条件

について継続協議中で、ＴＳＳから書面で

の同意はもらえていないが、協議期間中

は同意していただいているという認識だっ

たため再送信を止める必要はないと考え

ていた。 

●同意はないという認識。 

有線テレビジョン放送法では、同意なく放

送を継続しても何の罰則もなく、行政指

導のみが解決手段ではないか。我々テレ

ビジョン放送事業者としては、地上放送

の秩序維持と、地域免許制度の観点か

ら、同意できない。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○ＴＳＳ、山口県内局の双方と誠心誠意

協議を行っていたが、中国総合通信局よ

り、書面による同意がない場合行政指

導を行う旨の通知があり、又このまま協

議を行っても山口県内放送局から承諾

をいただける見込みがなく、ＴＳＳとも広島

波の受信状況の調査結果も提示し協

議を行っていたが付帯条件は外せないと

●先に述べた観点から、地元テレビジョン放

送事業者と当該ＣＡＴＶ事業者の協議が

前提である。協議の結果、地元テレビジ

ョン放送事業者の同意が得られた場合、

著作権法の解決に向けて、協議する用

意はある。 



いうことだったので、止むを得ず裁定申請

を行った。 

 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

 ●電波法による免許上の放送区域であり、

弊社の電波を殆どの家庭で直接受信で

きるため。 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○大分県では、福岡県境に位置する日田

市の CATV 局は裁定申請に至る前に隣

接する県外波再送信同意を得ていて、

今回裁定申請を行った CATV 局は県央

地域となる。 

広島県との県境に位置する地域をエリ

アとする弊社の状況は、裁定申請に至る

前に県外波の再送信同意を得た大分

県日田市ＣＡＴＶ局と同様であり、九州

の事例から見ると、岩国市は裁定に至る

前に同意を得られるべき地域であると考

えている。 

 

●地域免許制度を無視した裁定であり、

同じ省庁内に相容れない法律があること

を認識の上での裁定には、極めて遺憾で

あります。 

再度の協議については、先に述べた通

り。 

差異は、大分ではデジタル放送の区域

外再送信に関わる裁定であるが、今回

は、違法再送信の状態を是正するため

の裁定である。 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○今後もＴＳＳに対して、誠心誠意協議を

行い、同意を得られるよう努力する。 

ただし、放送事業者の対応によっては

同様のことが起こる可能性もある。 

 

●少なくても著作権法による著作権・著作

隣接権の処理を終えない限り同意できな

いと考えています。また、電監審への異議

申し立ても検討します。 

 



【１６】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 株式会社アイ・キャン × （放送事業者) 広島テレビ放送株式会社】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○同意期限前に事前打合せを行ったが、

平成１５年１０月従来通りの申請に付帯

条件（山口県内系列局である山口放送

／ＫＲＹの承諾を得ること）を付けられ、Ｋ

ＲＹと本条件について何度も訪問し交渉

を行ったが、期限切れまでにＫＲＹに承諾

を頂くに至らなかった。 

広島テレビ放送（ＨＴＶ）とは引き続き

協議をし、ＫＲＹの承諾が取れ次第、同

意する旨の了承を得ていた。 

 

 

●再送信同意は平成 15 年 10 月 31 日で 

期限が切れており、その時点でその事実

を認識しております。 

同意期限に達する前に申請者から同

意継続の要請がありましたが、同意はで

きない旨伝えました。 

同意期限が切れた時点で再送信は

当然停止されているものと認識しており、

再送信停止の要請はしておりません。 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○当初、ＨＴＶに対して従来どおり更新申

請書を郵送したが付帯条件を指示され

たため、何度か訪問し交渉を行った。山

口県内系列局（ＫＲＹ）の承諾という付帯

条件だったので、ＫＲＹと誠心誠意協議を

行った結果、広島波をＶＨＦ帯ではなくミ

ッドバンドへ移してほしいといわれ、弊社で

は送受信機器を新設し可能なエリア（新

規拡張エリア）から、広島波のミッドバンド

への移行を行い誠実に対応し、再度ＫＲ

Ｙと協議を行ったがＫＲＹは当初とは状況

が変わってきたため承諾できないとし、県

外波再送信の承諾は得られなかった。 

こういった状況をＨＴＶに報告し、付帯

条件の削除を申し入れたが、受け入れて

もらえず、引き続き協議を行うこととなっ

●同意期限が切れた後、文書での再送信

同意申込書は届いておりません。 

協議は申請者の申し出を受け、平成１ 

９年３月２日、４月１１日、５月９日の３

回協議を行い、編成局長、編成部長、

技術局長、技術管理担当部長ほかが

対応しました。協議の席で再送信同意

の申し入れがありましたが、旧岩国市は

当社の放送区域と認識しており再送信

区域を旧岩国市に限定するなら地元局

である山口放送の了承が得られるように

当社からも働きかけをする余地があるこ

と、そしてなによりも視聴習慣がありケーブ

ル契約者の混乱も防止できるので、同意

できる旨を表明しました。 

 



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

た。 

 

 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○同意期限切れ時点で、有線テレビジョン

放送法上、問題があることは認識してい

たが、上記のことから継続協議中というこ

とで、必ずしも違法であるとは考えていな

かった。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○ＨＴＶとの継続協議中という認識で、ＫＲ

Ｙの承諾という条件が整い次第、同意を

出すということで、再送信を止めることはせ

ず、裁定申請も行わなかった。 

●同意期限切れにより再送信は当然停 

止されるものと認識していましたが、平

成１９年３月協議により、同意期限が切

れた後も引き続き再送信されていることが

判明しました。 

同意なき再送信が違法であるという認

識は双方で一致しており、協議の中では

再送信の停止も検討していただきたい旨

申し入れをしました。しかし、あくまでも自

主的な判断で対応していただきたく、文

書等による強い申し入れは行っていませ

ん。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○ＫＲＹの承諾という付帯条件について継

続協議中で、HＴＶから書面での同意は

もらえていないが、協議期間中は同意し

ていただいているという認識だったため再

送信を止める必要はないと考えていた。 

●再送信同意は平成 15 年 10 月 31 日で

期限が切れており。以降同意なき状態が

継続していると認識しております。 

さまざまな状況の変化に対応するため

に、契約には期限があります。再送信同

意の契約期限が終了する場合は双方で

協議し、整わない場合は同意のない状

態となります。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

○ＨＴＶ、ＫＲＹの両社と誠心誠意協議を

行っていたが、中国総合通信局より、書

面による同意がない場合行政指導を行

う旨の通知があり、又このまま協議を行っ

てもＫＲＹから承諾をいただける見込みが

なく、ＨＴＶとも広島波の受信状況の調

査結果も提示し協議を行っていたが付

●意見書で述べたとおり、申請者は中国総

合通信局の期限を切った指導による大

臣裁定を申請したものであり「協議中」と

認識しています。したがって協議を続ける

意思はあります。 

論点の中心は業務区域です。申請者

は無通告で業務区域を拡大し違法再



ないか。 帯条件は外せないということだったので、

止むを得ず裁定申請を行った。 

 

送信を行っている事実があります。違法

状態を是正し、当社放送の再送信区域

を平成１５年の同意内容と同じ旧岩国

市に限定すれば、同意は可能です。 

さらに協議を続けることにより、デジタル

放送への対応や著作権の厳密な処理そ

して広告主とのマーケティングの観点での

放送区域の調整等の課題に取り組むこ

とにより裁定以外の方法で解決する余地

はあると考えます。 

同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

 ●旧岩国市は開局当初から当社の放送

区域と認識しており、再送信区域を旧岩

国市に限定するなら、地元局である山口

放送の了承が得られるよう弊社からも働

きかける余地があることと、なによりも視聴

習慣がありケーブル契約者の混乱も防止

できるので、同意できる旨を表明してきま

した。 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○大分県では、福岡県境に位置する日田

市の CATV 局は裁定申請に至る前に隣

接する県外波再送信同意を得ていて、

今回裁定申請を行った CATV 局は県央

地域となる。 

広島県との県境に位置する地域をエリ

アとする弊社の状況は、裁定申請に至る

前に県外波の再送信同意を得た大分

県日田市ＣＡＴＶ局と同様であり、九州

の事例から見ると、岩国市は裁定に至る

前に同意を得られるべき地域であると考

えている。 

 

●九州の大臣裁定については「放送の意

図が害され、又は歪曲されることをうかが

わしめる具体的事実が認められず」とあり

ます。しかし、広告放送においてテレビＣ

Ｍは放送エリアと放送期間の２つが重要

な要素となっており、それを逸脱すればマ

ーケティングの意図を崩すことになります。

広告主が「知らないまま区域外再送信が

勝手に行われ、広告が放送として想定

外の地域に届くことは問題である」と述べ

ているとおり、放送番組とあわせテレビＣ

Ｍの「放送の意図」である地域と期間に

ついて、さらにご検討いただきたいと考えて

おります。 

九州の大臣裁定を踏まえての協議や

解決の可能性はありません。 

なぜなら申請者は違法再送信を続けな

がら大臣裁定を申請しました。さらに、裁

定申請には希望する再送信の開始日を

「裁定があり次第速やかに」と、いかにも

現状再送信をしていないかのように表記

しており、申請に虚偽の内容があります。 



このように違法状態を続け、さらに事実

と異なる内容で申請を行う申請者は、い

わゆるクリーンハンドの原則に違反し、あ

るいは権利濫用として、ケーブル事業者と

しての適格性と本件申請の資格を有して

いないというべきものであると考えます。 

さらに、アナログ再送信の同意がある

状態でデジタル再送信の同意を求めて

大臣裁定を申請した大分のケースとは次

元が異なり、申請者はアナログで同意な

き違法再送信を続けながら大臣裁定を

申請し、違法状態を追認させようとしてい

る点があり、ケーブル事業者として遵法精

神の面で疑問があります。 

 

将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○今後もＨＴＶに対して、誠心誠意協議を

行い、同意を得られるよう努力する。 

ただし、放送事業者の対応によっては

同様のことが起こる可能性もある。 

 

●検討しておりません。 

 



【１７】 

同意に係る意見聴取回答様式（裁定申請に係る組合せ別） 

 
【（有線テレビジョン放送事業者） 株式会社アイ・キャン × （放送事業者) 株式会社中国放送】 

 

＜以下、「○」については、有線テレビジョン放送事業者に対する質問であり、「●」については、放送事業者に対する質問。その他意見聴取におい
て記載すべき事項があれば、なるべく追記されたい。＞ 
 

  聴取項目 有線テレビジョン放送事業者からの回答 放送事業者からの回答 

同意書に記載されて

いる期限に対する認

識 

○同意書に記載されている期限の日時（以下

「同意期限」という。）を過ぎていることが分か

ったのは、いつか。仮に、当該日時以降に分

かったならば、それまでに気がつかなかったのは

なぜか。 

 

●同意期限の日時を過ぎていることが分かった

のは、いつか。当該日時を過ぎていることが分

かってから、有線テレビジョン放送事業者に対

して、更新の意思の確認又は再送信の停止

の要請等を行ったか。行わなかったとすれば、

なぜか。 

○既設エリアは、平成２０年１０月３１日ま

で同意あり。 

○新規エリアについては、平成１８年２月

弊社よりエリア拡張に関する再送信同意

申請書提出。平成１８年２月 美和町

長より中国放送。（ＲＣＣ）に対し再送信

同意の嘆願書を提出。平成１８年４月

ＲＣＣより「不同意」の文書が送付され

る。平成１８年５月 弊社がＲＣＣを訪問

し再度協議、継続協議中という認識で

再送信 

●当社は、アイ･キャンに対して旧業務区域

の再送信申し込みについては文書により

同意している。 

本大臣裁定申請に係る業務拡張区

域の再送信申し込みについては、当初よ

り文書により不同意を伝えているので、こ

の項目に対しては該当しない。 

ただし、2007 年 3 月に違法再送信が

わかり、本協議のなかで再送信停止を要

請し、現在は停止している。 

 

過去 

協議の申入れ ○同意期限の前又は後に、放送事業者に対し

て、協議の申入れをしたのか（いつ、誰が、何

回、どのような方法等、具体的に）。 

○協議を行ったのならば、どのような議事内容で

あったか。先方から提示された質問事項等が

あれば、それに誠実に対応したか。 

  

●申請者から協議の申出はあったか。申出があ

ったならば、それは、いつ、誰が、何回、どのよ

うな方法であったか。仮に記録がない等とする

ならば、なぜか。 

●協議の申出に対し、対応したか。対応したな

らば、いつ、誰が等、どのような対応をしたの

か。また、対応しなかったならば、なぜ対応し

なかったのか。 

●協議を行ったのならば、その内容はどのような

○・平成１９年３月 ＲＣＣを訪問し協議、

再度再送信同意申請書を提出 

・平成１９年３月 ＲＣＣより「不同意」の

文書が送付される 

・平成１９年４月 ＲＣＣを訪問し協議 

・平成１９年４月 ＲＣＣと弊社とで認識

の相違があったので、再送信を停止 

・平成１９年４月 岩国市における広島

波の受信状況調査結果を提示し協議 

・平成１９年５月 岩国市長がＲＣＣを訪

問し再送信同意のお願い 

・平成１９年５月 ＲＣＣを訪問し協議す

るが進展なく、裁定申請を提出 

 

●申請者からの協議の申し出は、2006 年 

5 月より 2007 年 5 月まで 6 回、吉村氏

他より電話であった。協議の記録は全て

残してある。 

 

協議の申し出があるたびに、当社の編

成制作部長、技術管理部長、映像セン

ター担当部長他が当社応接室にて真摯

に対応した。 

 

アイ・キャンからは、同意についての申し

込みや違法再送信にいたった経緯、違

法であることを認識していることなど説明

があり、当社からは業務拡張区域につい

ては同意できない理由などを説明した。 

また、当社からは違法再送信を止める



ものであったか。貴方から質問、要望等を行っ

たか。もし質問、要望等を行ったのならば、そ

の内容は何か。 

 

 (両者間で認識のズレがある場合には、そのズ

レの要因等を把握するよう努めてください。） 

よう要望した。 

 

上記3項目についての詳細は、意見書の＜ 

資料２＞に詳しく記載してある。 

認識 ○同意期限を過ぎて再送信していることについ

て、違法の可能性があると認識していたか。

認識していたのであれば、それはいつからか。 

○（K ビジョンのみ）有テレ法に基づいて、適法に

処理しているというのは、どういう趣旨か。 

 

○有線テレビジョン放送法上、問題があるこ

とは認識していたが、再送信放送中は上

記のことから継続協議中ということで、必

ずしも違法であるとは考えていなかった。 

しかし、ＲＣＣより放送を停止するよう

指示があったので、再送信を停止した。 

 

是正 ○同意期限を過ぎていることがわかった時点で、

再送信を停止しなかったのはなぜか。また、な

ぜ、協議が調わない等の事情があれば、その

ときに、裁定申請をしなかったのか。 

 

●同意期限を過ぎて再送信を行っていることが

分かって、その後、再送信の停止等を求めた

か。行わなかったとしたならば、それはなぜか。 

○ＲＣＣとの継続協議中という認識で再送

信をしていたが、認識の相違が分かった

時点（平成１９年４月９日）で再送信を

停止した上で、引き続き協議を行ってい

たので、裁定申請も行わなかった。 

●業務区域拡張に伴う拡張区域の再送

信申し入れの際に、同意できない旨伝え

ており、同意願いが出た際も文書にて不

同意を伝えている。本協議の中で違法な

再送信を行っていることが判明したため、

停止を求め、その再送信が止められた。 

また、申請者も違法性は認識している 

 

詳細は、意見書の＜資料２＞に記載し

てある。 

同意の認識 ○●現在の同意の状況は、書面での合意はな

いものの、同意があるという認識か。それとも、

同意がないという認識か。（いずれにしても）そ

う考える根拠は何か。 

○新規拡張エリアについては、書面での同

意はもらえていないものの広島県他３局と

同様に協議中と認識し放送していたが、

放送停止の指示を受けたので、止むを得

ず再送信を停止した。 

●旧業務区域の再送信申し込みは同意し 

ており、本大臣裁定申請に係る業務拡

張区域については当初より文書にて不同

意を伝えている。したがって、本大臣裁定

申請に係る区域について同意はない。 

現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議の意向 ○放送事業者が協議継続の意思があるにもか

かわらず、（一方的に）協議を打ち切り、裁定

申請をしたのはなぜか。 

●今現在、協議をするつもりはあるか。協議内

容を解決するための最大の論点は何か。今

後、協議をすることによって、新たな条件提示

等により、裁定以外の方法で解決することは

ないか。 

○再送信停止後も岩国市における広島波

の受信状況の調査結果等を提示し、誠

心誠意協議を行っていたが、ＲＣＣの回

答は地域性を考慮してもらえず民放連の

区域外波再送信の考えと同様で再送信

同意をする見込みがなかった。 

また弊社の再送信停止後、加入者か

らの放送再開の要望が多く 1 日も早く再

送信を再開したい考えから、裁定申請を

行った。 

●申請者自身が違法を認識した上で合意 

を取らずに無断で再送信を開始したとい

う企業倫理上の不適格性などいろいろ

問題点があるため、現状ではアイ･キャン

と協議する状況にはないが、拒むもので

はない。また、詳細は意見書の「２．有線

テレビジョン放送法第 13 条 2 項本文の

同意をしない理由」に述べている。 

アイ･キャンが、拡張区域の再送信申

請を取り下げることが解決する方法と認

識する。 



同意の条件 ○（アイ・キャンのみ）従来の業務エリアでの再送

信であれば既に同意が得られているならば、

エリア拡張にこだわらなければ、裁定申請によ

らずとも協議で解決できたのではないか。エリ

ア拡張にこだわるのは、なぜか。 

●（アイ・キャンに対応する者のみ）従来の業務

エリアでの再送信であれば同意を与えるとして

いるのはなぜか。 

○エリア拡張といえども他の市町村ではなく

同じ岩国市内であり、当時、該当地域

の合併前の町長から、住民のために広島

県波が必要であると嘆願文書が提出さ

れている。また、合併後も岩国市長が広

島県放送局を訪問し情報格差が生じる

ことは容認できない旨伝え、再送信同意

をお願いしている。 

岩国市は広島県との隣接地域であ

り、弊社が開局（平成４年）する以前から

一般家庭でも広島波を受信・視聴して

いる地域で、今回裁定申請を行った該

当地域も弊社がエリア拡張する以前から

既設共聴施設（広島県各放送局から再

送信同意を得ている）や既設アンテナで

ＲＣＣを視聴している地域である。 

こういった状況、住民感情を考慮し、

弊社としては再送信を行わないという選

択は出来ない。 

●総務省より許可されている免許上の放

送区域となっているため。 

具体的な放送区域は、意見書の＜

資料４＞のとおり。 

九州の大臣裁定 ○●九州の大臣裁定結果について、どのように

考えるか。九州の大臣裁定の結果を踏まえ

て、再度協議し、解決する可能性はあるか。

可能性がないと考えるのであれば、大分の事

例と今回の事例の差異は何と考えるか。 

○大分県では、福岡県境に位置する日田

市の CATV 局は裁定申請に至る前に隣

接する県外波再送信同意を得ていて、

今回裁定申請を行った CATV 局は県央

地域となる。 

広島県との県境に位置する地域をエリ

アとする弊社の状況は、裁定申請に至る

前に県外波の再送信同意を得た大分

県日田市ＣＡＴＶ局と同様であり、九州

の事例から見ると、岩国市は裁定に至る

前に同意を得られるべき地域であると考

えている。 

●「大臣裁定」制度は、地上放送の根幹

である地域免許制度と相容れないため、

かねてよりその撤廃を求めてきているが、

今回地上放送局側の主張が一切斟酌

されておらず、裁定の判断が時代にそぐわ

ない５基準に基づき行われたことは、大変

不本意である。 

今回、「放送の意図」が編集権以外

認められず、同意をしない正当な理由が

その編集権が害され、または歪曲されるこ

とのみに限定されているが、地上放送に

おける「放送の意図」には「放送の地域

性」、「地域への災害情報の提供」や「地

域限定のＣＭ」があり、このたびの大臣裁

定は甚だ遺憾である。 

再度協議しての解決の可能性はない

と思う。大分地区はアナログの同意がある

が、当社はアイ・キャンに対して業務区域

拡張の申し入れの際より不同意を伝えて

おり、それを無視しての再送信であるこ

と。 



将来 裁定後の動向 ○（同意期限等が超えてしまった要因に基づ

き、個別の要因への措置が具体的に取れる

かどうかを把握するため） 

 今後、同意期限が超える等同じようなことは

起きるか。起きたら、どうするか。起きないと考

えるのであれば、その具体的な根拠（社内体

制等）は何か。 

 

●仮に同意すべきとの裁定が出た場合、申請

者からの同意書の更新申請があったら、どの

ように対応するのか。同意書は交付するか。 

○今後もＲＣＣに対して、誠心誠意協議を

行い、同意を得られるよう努力する。 

ただし、放送事業者の対応によっては

同様のことが起こる可能性もある。 

 

●同意文書は交付しない。 

電波監理審議会へ異議申し立てを行う 

ことを検討する。 

 


